
平成20年度当初予算（案）　編成過程

長　　　　野　　　　県
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資
料
１
－
６

平成20年（2008年）２月８日
総務部財政課
担当　黒田 和彦　 　鈴木 英昭
電話：026-235-7039（直通）
        026-232-0111（内線2062）
FAX： 026-235-7475(FAX)
E-mail：zaisei@pref.nagano.jp



部　局　名：危機管理局

※　　　：査定段階で事業実施に係る査定案を作成しているが、事業採択は保留しているもの

　防災拠点設備等整備事業費 241万5千円 

・ 発電機の整備

危機管理防災課
 FAX 026-233-4332 [　0円]
 E-mail bosai@pref.nagano.jp

　国と共同の国民保護実動 798万4千円 
　訓練実施事業費

危機管理防災課
 FAX 026-233-4332 [　0円]
 E-mail bosai@pref.nagano.jp

　自治体消防制度60周年記念 302万4千円 
　事業費

消防課
 FAX 026-233-4332 [　0円]
 E-mail shobo@pref.nagano.jp

総
務
部
長

事　　　業　　　内　　　容

総
務
部
長

要
求

財
政
課
長

　県、市町村の国民保護計画の作成を受け、計画
の実効性を高めるため、国と共同の実動訓練を行
い、計画等の検証・確認を行うとともに、職員の対
処能力の向上と関係機関の連携を図ります。

241万5千円 

241万5千円 

1369万2千円 

予　　算　　額
［平成19年度予算額]

財
政
課
長

要
求

要求と査定経過

　災害時応急資機材の整備を進めることにより、庁
舎の耐震改修と相互に補完しながら、県合同庁舎
の防災拠点としての機能を確保します。

798万4千円 

　要求どおり

事　　　　業　　　　名

　大会の開催経費について精査しまし
た。

財
政
課
長

要
求 396万9千円 

総
務
部
長

302万4千円 

要求に対する査定内容

　資機材の種類・数量等について精査し
ました。

798万4千円 

798万4千円 

302万4千円 

　県民の安心・安全な生活を確保するという消防
使命の重要性の再認識とさらなる消防防災体制の
充実・強化を図るため、自治体消防制度60周年を
記念して長野県大会の開催及び記念表彰を実施
します。

新

新

新新

新

新

保

保

保

保

保

保
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事　　　業　　　内　　　容予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過事　　　　業　　　　名 要求に対する査定内容

　ＦＡＸサーバー更新事業費 567万円 

消防課
 FAX 026-233-4332 [　0円]
 E-mail shobo@pref.nagano.jp

防災行政無線設備更新事業費 2億7222万8千円 

・ 無線通信装置更新　３か所
・ 直流電源装置更新　１か所

消防課
 FAX 026-233-4332 ［　1億1240万円］
 E-mail shobo@pref.nagano.jp

（要求の考え方）

　緊急地震速報提供装置整備 －　
　事業費

（査定結果）

危機管理防災課
 FAX 026-233-4332 [　0円]
 E-mail bosai@pref.nagano.jp

総
務
部
長

567万円 

財
政
課
長

567万円 

2億7222万8千円 

　要求どおり

総
務
部
長

2億7222万8千円 
　緊急性等を勘案し、事業費を精査しま
した。

財
政
課
長

要
求 3億2380万円 

－

財
政
課
長

0円

総
務
部
長

0円

496万9千円 

　地震の大きな揺れの到達を事前に知ら
せる緊急地震速報を伝達するための機
器の整備費を要求しました。

　気象業務法に基づく気象情報並びに行政文書
等を市町村役場、消防本部及び防災関連機関へ
ＦＡＸ送信している現システムを更新し、送信方法
の効率化と高速化により、防災情報等の的確な送
達と共有を図ります。

　災害時に安定した通信手段を確保するため、無
線通信装置及び直流電源装置を更新します。

　緊急地震速報のより効果的な整備方法
や利活用方法について再検討することと
しました。要

求

要
求 567万円 

新新

新
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部　局　名：　企　画　局

長野県好感度アップ事業費 836万5千円 

・
・

企画課 ・
  FAX　026-235-7471 ［　350万円］
  E-mail　kikaku@pref.nagano.jp

223万4千円 

　

・
企画課 ・
  FAX　026-235-7471 [　0円]
  E-mail　kikaku@pref.nagano.jp

1093万8千円 

・
・

ＮＰＯ活動推進課
  FAX　026-232-2234 ［　1355万9千円］
  E-mail　npo@pref.nagano.jp

　県民が一体となり総合的な少子化対策を進める
ため、企業、医療、福祉、教育、地域など幅広い
分野の参画のもと推進体制を整備するとともに、子
育ての意義や家族の大切さなどについて理解の
促進を図ります。

少子化対策推進県民会議（仮称）の設置
少子化に関する県民意識の醸成

　長野県の魅力を県内外へ部局横断的・効果的
に情報発信することにより、特産品、観光地、居住
地の各分野で「選ばれる長野県」を目指して、県
全体のブランド発信力向上を図ります。

長野県ファンクラブ（仮称）の設置
期間限定サテライトショップの出店
広報印刷物のデザイン制作支援

ＮＰＯの活動推進・自立促進の
ためのステップアップ事業費

　新たな公益サービスの担い手であるＮＰＯの自
立を支援するため、活動環境の整備を図ります。

ＮＰＯ活動の助成
ＮＰＯ活動の推進・自立支援

財
政
課
長

1093万8千円 

　ＮＰＯ活動助成事業の実施方法を見直
すなど、経費を精査しました。

要
求 1292万1千円 

少子化対策県民協働推進
事業費

総
務
部
長

　関係部局や関係機関と連携して総合的
な少子化対策の推進を図り、本事業にお
いては推進体制の整備と県民啓発を行う
こととしました。

223万4千円 

1093万8千円 

事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

財
政
課
長

要
求

要求と査定経過 要求に対する査定内容

223万4千円 

1002万4千円 

　広報印刷物のデザイン制作案件を厳選
するなど、経費を精査しました。

836万5千円 

836万5千円 

1132万円 

事　　　業　　　内　　　容

総
務
部
長

要
求

財
政
課
長

総
務
部
長

新
保

保

保

保
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事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　業　　　内　　　容

161万8千円 

・
・

人権・男女共同参画課
  FAX　026-235-7389 [　0円]
  E-mail　jinken-danjo@pref.nagano.jp

女性の活躍支援・トップセミ 87万1千円 
ナー事業費

人権・男女共同参画課
  FAX　026-235-7389 [　0円]
  E-mail　jinken-danjo@pref.nagano.jp

多文化共生研究会開催事業費 60万2千円 

国際課
  FAX　026-232-1644 [　0円]
  E-mail　kokusai@pref.nagano.jp

６回

　雇用の場における男女共同参画を促進するた
め、経済団体等と共同で企業経営者を対象に女
性の能力活用や登用促進を働きかけるセミナーを
開催します。

　多文化共生社会の実現を図るため、外国籍県民
を取り巻く教育、労働、医療などの課題について
検討を行う多文化共生研究会を開催します。

10名委　　　員
開催回数

長野県人権政策審議会開催
事業費

　今後の長野県の人権施策を総合的に推進する
ため、県の人権政策の基本的なあり方を調査審議
する人権政策審議会を開催します。

要
求

60万2千円 

財
政
課
長

60万2千円 
　要求どおり

87万1千円 

総
務
部
長

87万1千円 
　要求どおり

270万1千円 

87万1千円 

　県民の人権意識に係る調査の実施方
法を見直し、経費を精査しました。

財
政
課
長

161万8千円 

総
務
部
長

161万8千円 

60万2千円 

要
求

総
務
部
長

要
求

財
政
課
長

新

新
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事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　業　　　内　　　容

河北省友好提携25周年記念 324万2千円 
長野県友好代表団派遣事業費

・
・

国際課
  FAX　026-232-1644 [　0円]
  E-mail　kokusai@pref.nagano.jp

信州まつもと空港周辺環境 6000万円 
整備事業補助金

　 ・

交通政策課
  FAX　026-235-7396 [　0円]
  E-mail　kotsu@pref.nagano.jp

千曲新駅（しなの鉄道）設置 3000万円 
事業補助金

・
交通政策課 　
  FAX　026-235-7396 [　0円] ・
  E-mail　kotsu@pref.nagano.jp

要
求

補助対象者

　信州まつもと空港の周辺環境を整備するため、
松本市が行う農産物直売所整備に必要な経費を
助成します。

補助率 1/6以内

しなの鉄道(株)
　（設置箇所：千曲市内川・寂蒔地区）

財
政
課
長

補助対象者 松本市（整備箇所：今井地区）

　しなの鉄道の利用者の利便性向上と沿線地域の
交通渋滞緩和や産業・地域振興を図るとともに、し
なの鉄道(株)の経営安定に資するため、新駅設置
事業に千曲市と協調して必要な経費を助成しま
す。

　河北省からの招請に基づき、友好提携25周年を
記念して河北省で開催される記念式典に出席し、
友好関係の促進を図ります。

派遣時期
派 遣 者

平成20年５月
知事ほか

要
求

　要求どおり

6000万円 

6000万円 

　パンフレット印刷代等を精査しました。

6000万円 

財
政
課
長

要
求

総
務
部
長

総
務
部
長

総
務
部
長

3000万円 
　過去の補助事例に基づき、補助対象経
費を精査しました。

3000万円 

324万2千円 

324万2千円 

6150万円 

327万2千円 

財
政
課
長

新

新

新

保

保

保

保
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事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　業　　　内　　　容

生活交通システム構築支援 1050万円 
事業補助金

交通政策課
  FAX　026-235-7396 ［　2970万円］
  E-mail　kotsu@pref.nagano.jp

利用者にやさしい駅舎の整備 2000万円 
事業補助金

・
 

交通政策課 ・
  FAX　026-235-7396 [　0円] ・
  E-mail　kotsu@pref.nagano.jp

138万5千円 

情報政策課
  FAX　026-235-0517 [　0円]
  E-mail　joho@pref.nagano.jp

補助率

財
政
課
長

　１日当たり5,000人以上の利用者がある駅舎のバ
リアフリー設備の整備を行う鉄道事業者の取組に
対し支援を行い、高齢者・障害者等の移動の円滑
化を促進します。

下諏訪駅

エレベーター設置
要
求

総
務
部
長

補助対象事業
上田駅（しなの鉄道(株)）

予定箇所

  地域のニーズに即した交通システムへの早期転
換を図るため、市町村等の継続した取組や新たな
広域的課題に対する取組を支援します。

財
政
課
長

1050万円 

総
務
部
長

長野県デジタルアーカイブ
推進事業費

　長野県の持つ社会的資産をデジタル情報として
次代へ継承する取組を実施するとともに、その多
様な利用の促進について検討します。

要
求 868万7千円 

要
求

138万5千円 

　新たな国庫補助事業の動向や市町村
の計画状況を踏まえ、交通システムの早
期構築に継続して取り組む市町村や、新
たな広域的課題に早急に取り組む必要
のある市町村等に対象を限定して支援
することとしました。1050万円 

1550万円 

　実施方法等について、更なる検討を行
いながら、当面県所有の印刷物等のデジ
タル化を行うなど、経費を精査しました。

138万5千円 

2000万円 
　過去の駅舎の補助事例を基に、補助額
を精査しました。

財
政
課
長

2000万円 

総
務
部
長

1/6以内
3007万8千円 

新

保

保

保

保

新

保

保
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事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　業　　　内　　　容

政策評価推進事業費 24万5千円 

政策評価課
  FAX　026-235-7471 [　0円]
  E-mail　seisaku-hyoka@pref.nagano.jp

24万5千円 
　審議会開催経費を精査しました。

24万5千円 

25万6千円 

総
務
部
長

　中期総合計画の着実な推進を図り、主要施策等
について県民の意見を反映した客観的で的確な
政策評価を行うため、新たな政策評価制度を構築
します。

財
政
課
長

要
求
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部　局　名：　総　務　部

市町村合併特例交付金 6億2792万円 

・ 交付対象市町村
長野市、松本市、上田市、飯田市、伊那市、
中野市、大町市、塩尻市、佐久市、千曲市、

市町村課 東御市、安曇野市、佐久穂町、長和町、
 FAX 026-232-2557 ［　5億7807万円］ 阿智村、木曽町、筑北村、飯綱町
 E-mail shichoson@pref.nagano.jp

地域発　元気づくり支援金 10億100万1千円 

市町村課
 FAX 026-232-2557 ［　10億82万7千円］
 E-mail shichoson@pref.nagano.jp

未利用地活用事業費 1億2587万4千円 

管財課
 FAX 026-235-7474 ［　1億798万5千円］
 E-mail kanzai@pref.nagano.jp

1億2587万4千円 

1億3150万5千円 

事　　　業　　　内　　　容

要
求

財
政
課
長

総
務
部
長

財
政
課
長

要
求

財
政
課
長

要
求

  合併に伴い懸念される事項を解消し、合併市町
村の新しいまちづくりを支援するため、交付金を交
付します。

　豊かさが実感でき、活力あふれる輝く長野県づく
りを進めるため、市町村や公共的団体が住民ととも
に、自らの知恵と工夫により自主的、主体的に取り
組む地域の元気を生み出すモデル的で発展性の
ある事業に対して、支援金を交付します。

6億2792万円 

6億2792万円 

要求に対する査定内容

　未利用地の測量委託、建物解体工事
費等を精査しました。

 引き続き地域の元気づくりを支援するた
め、支援金を前年度同額(10億円)としま
した。

事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過

総
務
部
長

総
務
部
長

6億2792万円 

　要求どおり

9億100万1千円 

9億100万1千円 

1億2587万4千円 
　県が所有する土地や建物で、その用途を廃止
し、今後利用する見込のないものについて、民間
への売却等を行い、財産の有効活用を図ります。

9億105万円 

保

保
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事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過

広報事業費 1億7779万2千円 

広報課
 FAX 026-235-7026 ［　1億9630万8千円］
 E-mail koho@pref.nagano.jp

広聴事業費 1320万9千円 

広報課
 FAX 026-235-7026 ［　1507万4千円］
 E-mail koho@pref.nagano.jp

人事・給与システム及び内部事 5億2200万9千円 
務総合システム再構築事業費

債務負担行為
（6億6735万4千円）

総務事務課
 FAX 026-235-7082 [　0円]
 E-mail somujimu@pref.nagano.jp

5億2200万9千円 

　システム再構築費等について、経費を
精査しました。　人事・給与システム及び内部事務総合システム

を一体的に再構築することにより、情報の一元管
理を可能とし、業務の集中化、効率化を図ります。

総
務
部
長

5億2200万9千円 

要
求

要
求

5億4160万5千円 

財
政
課
長

財
政
課
長

1320万9千円 

総
務
部
長

1320万9千円 

要
求

1億7934万9千円 

財
政
課
長

総
務
部
長

1億7779万2千円 
　広報活動を行うための物件費等を精査
しました。

1億7779万2千円 

　広聴活動を行うための物件費等を精査
しました。

1478万8千円 

　県の施策等を県民に理解していただくため、
様々な媒体を活用して効果的に広報活動を行い
ます。

　県民の県政に対する意見、要望等を把握し、施
策等に反映させるため広聴活動を行います。

１集会・
　個別
　広聴
 
２県民と
　の協働

車座集会、信州・フレッシュ目安箱、
県政世論調査などを行います。

県政出前講座などを行います。

１新聞

２ﾃﾚﾋﾞ
  ･ﾗｼﾞｵ
３ｹｰﾌﾞﾙ
  ﾃﾚﾋﾞ
４ﾎｰﾑ
  ﾍﾟｰｼﾞ

毎月第４土曜日に「広報ながのけん」
を新聞に掲載して、県の施策やお知
らせをお伝えします。
広報番組やお知らせを毎週放送しま
す。
広報番組を放送します。

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで県の施策やお知らせを
お伝えします。

新
保

保
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事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過

マルチペイメントネットワーク
導入事業費

　　　　　　　　　　　－ －

税務課
 FAX 026-235-7497 [　0円]
 E-mail zeimu@pref.nagano.jp

クレジットカード収納導入
事業費

　　　　　　　　　　　－ －

税務課
 FAX 026-235-7497 [　0円]
 E-mail zeimu@pref.nagano.jp

総
務
部
長

財
政
課
長

総
務
部
長

要
求 1242万2千円 

0円

要
求 2472万8千円 

（査定結果）
　費用対効果等について再検討することと
しました。

（要求の考え方）
　納税方法を拡充し、納税者の利便性の
向上を図るため、クレジットカード収納シス
テムの導入経費を要求しました。

財
政
課
長

0円

（要求の考え方）
　納税方法を拡充し、納税者の利便性の
向上を図るため、マルチペイメントネット
ワークシステムの導入経費を要求しまし
た。

0円
（査定結果）
　費用対効果等について再検討することと
しました。

0円

新

新
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部　局　名：　社　会　部

１　中国帰国者地域生活支援事業
中国帰国者支援事業費 1億1216万5千円

１　中国帰国者地域生活支援事業 

２　中国帰国者援護事業

２　中国帰国者援護事業

３　中国帰国者支援給付金支給事業

３　　  中国帰国者支援給付金支給事業

４　中国帰国者愛心使者事業
地域福祉課 ４　中国帰国者愛心使者事業
  FAX  026-235-7485

[ 1億2949万円]

１　生活保護費 　要求どおり
生活保護費 23億8889万2千円

２　生活保護法第73条県費負担金

地域福祉課
  FAX  026-235-7485 　

[24億4697万1千円]

　引揚者特別生活指導員の報酬額を増
額改定しました。

　国の方針により、日中国交正常化以前
の帰国者も支給対象になったため、増額
しました。

　前記３の事業との整合を図るため、支給
対象者を見直し、事業費を精査しまし
た。

23億8889万2千円 

予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容

総
務
部
長

1億1216万5千円 
　日本語教育支援は、当初市町村事業と
位置づけられていましたが、県も実施で
きることとなったため、増額しました。

1億1216万5千円 

要
求 1億461万1千円 

財
政
課
長

23億8889万2千円 

総
務
部
長

事　　　　業　　　　名 事　　　業　　　内　　　容

要
求

23億8889万2千円 

財
政
課
長

　中国帰国者が安心して自立した生活ができるよ
う、次の支援事業を実施します。

　　地域での孤立化を防ぐため、交流や日本語教
　室の場を提供します。

　　自立した生活を送れるよう、日本語通訳の派
　遣等を実施します。

　　老後の生活の安定を図るため、新たに生活支
　援給付金等を支給します。

  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp

  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp

　　老齢基礎年金の満額支給対象外の者に対し
　て引き続き３万円の給付金を支給します｡

　　生活保護法による被保護世帯に対し、生活扶
  助等を実施します。

　　居住地がないか又は明らかでない被保護者に
  ついて市が支弁した生活保護費のうち、４分の１
  の費用を負担します。

新

保

保
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予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 事　　　業　　　内　　　容

１　女性保護・相談事業
女性保護事業費 2303万8千円 

１　女性保護･相談事業
２　ＤＶ被害者緊急避難支援事業

２　ＤＶ被害者緊急避難支援事業 ３　人身取引被害者支援事業

こども･家庭福祉課
  FAX  026-235-7390 ３　人身取引被害者支援事業

[ 2835万円]

１　就業・自立支援センター事業
1804万1千円

１　就業・自立支援センター事業

２　職業能力開発事業

２　職業能力開発事業

こども･家庭福祉課
  FAX  026-235-7390

[ 2069万円] 　
　

　前年度実績により経費を精査しました。

  ・　就業支援員の支援により、多くの方を就業に
　　結びつけます。
  ・　就業に有利な資格等を取得するための講座
　　を実施します。

  ・　職業能力の開発を自発的に行う者に対し、自
   立支援訓練給付金を支給します。
  ・　２年以上看護師等の養成機関で修業する場
　 合に、高等技能訓練促進費を支給し、資格取
   得を支援します。

　女性相談センターの公用車購入などに
係る経費を精査しました。

　前年度実績により経費を精査しました。

　ＤＶ被害者などの相談や保護を行い、自立に向
けて支援します。

　　要保護女子の相談、保護及び生活指導等を行
　い､自立に向けて支援します。

ひとり親家庭就業・自立支援事
業費

2533万円 

財
政
課
長

2303万8千円 

3102万8千円 

要
求

総
務
部
長

2303万8千円 

財
政
課
長

1804万1千円 

総
務
部
長

1804万1千円 

要
求

　母子家庭の母等の自立に向けて、就業支援を行
います。

　　人身取引被害者を保護し、関係機関との連携
  により帰国を支援します。

  E-mail  kodomo-katei@pref.
　　　　　　nagano.jp

  E-mail  kodomo-katei@pref.
　　　　　　nagano.jp

　　ＤＶ被害者が、緊急時に安全に避難できる場
  所を確保します。

  就業支援員については、増員を見送る
とともに、関係経費を精査しました。
　常用雇用転換奨励金については、ハ
ローワークが直接実施する事業となること
から、予算計上を見送ることとしました。

　平成20年度国の予算案による国庫補
助対象内容に合わせて、事業費を精査
しました。

12



予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 事　　　業　　　内　　　容

1149万5千円 

・
　 ・

・
長寿福祉課
  FAX  026-235-7394 [0円]
  E-mail  choju@pref.nagano.jp

8856万8千円 

・
・

長寿福祉課
  FAX  026-235-7395 [1億209万6千円]
  E-mail  choju@pref.nagano.jp

195億7339万9千円

・
・ 県負担割合　 居宅サービス　12.5％

施設サービス　17.5％

長寿福祉課
  FAX  026-235-7395 [192億9190万2千円]
  E-mail  choju@pref.nagano.jp

モデル地域の活動成果発表会の開催

　要求どおり

認知症地域支援体制構築等
推進事業費

財
政
課
長

総
務
部
長

1149万5千円 

財
政
課
長

　認知症高齢者が、住み慣れた地域で安心して暮
らすことができるよう、地域で支え合う仕組みづくり
を行います。

地域支援体制の構築

　介護サービスの利用者がサービス事業者を選択
する際に必要な情報を取得できるようにするととも
に、公正な競争による介護サービスの質の向上を
図るため、介護サービス情報の公表を行います。

対象サービス数
対象事業所数

35サービス
2,560事業所

介護給付費負担金

介護サービス情報の公表事業
費

1330億7321万8千円

推進会議によるモデル地域の支援

地域資源マップの作成、ネットワークの構築等

8856万8千円 

8856万8千円 

財
政
課
長

要
求 1149万5千円 

1149万5千円 

総
務
部
長

195億7339万9千円 

要
求 8891万6千円 

要
求

195億7339万9千円 

195億7339万9千円 

　普及啓発パンフレット送料等の経費を
精査しました。

　市町村等保険者の介護給付等に要する費用の
一部を負担します。

介護給付費見込額

総
務
部
長

　要求どおり
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予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 事　　　業　　　内　　　容

6億4327万円 

・ 事業主体 市町村
・ 事業内容 １　介護予防事業

長寿福祉課 ２　包括的支援事業
  FAX  026-235-7395 [4億9011万3千円] ３　任意事業
  E-mail  choju@pref.nagano.jp

１　自立支援給付事業
68億9670万9千円

１ 主な自立支援給付事業
・ 居宅介護事業
・ 短期入所事業
・ 児童デイサービス事業 ２　市町村地域生活支援事業
・ 補装具交付・修理事業 　要求どおり
・ グループホーム事業
・ 更生医療給付事業
・ 施設訓練等事業

２ 主な市町村地域生活支援事業
・ 相談支援事業

障害福祉課 ・ コミュニケーション支援事業
  FAX  026-234-2370 ・ 日常生活用具給付等支援事業

[ 69億8627万円] ・ 移動支援事業
・ 地域活動支援センター機能強化事業

　利用者負担の見直しや事業者の経営
基盤の強化など、国における障害者自立
支援法の抜本的な見直しに向けた緊急
措置を受け、自立支援給付の県負担分
を増額しました。

障害者自立支援給付等事業
費

地域支援事業交付金

総
務
部
長

財
政
課
長

6億4327万円 

6億7254万6千円 

67億9023万3千円 

財
政
課
長

総
務
部
長

68億9670万9千円 

要
求

6億4327万円 
　前年度実績により事業費を精査しまし
た。

　要支援・要介護状態になる前からの介護予防を
推進するとともに、地域における総合的な相談・支
援体制等を強化するため、市町村が行う地域支援
事業について、その費用の一部を負担します。

要
求

  E-mail　fukushi@pref.nagano.
             jp

　障害者自立支援法に基づき、自立支援給付費
の負担を行うとともに、市町村が実施する地域生
活支援事業に対し助成します。

68億9670万9千円 
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予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 事　　　業　　　内　　　容

10億5674万5千円

２　心身障害児（者）タイムケア事業
１  障害者自立支援対策臨時特例基金事業 　要求どおり

（9億9104万6千円）

２　心身障害児（者）タイムケア事業
（6184万9千円）

３　障害児通園施設利用児療育支援事業
障害福祉課 （385万円）
  FAX  026-234-2369

[10億8247万9千円]

　実績により世帯数を見直し、経費を精
査しました。

　障害児施設給付費の管理システム導
入経費を増額しました。

障害者自立支援法円滑化支
援事業費

10億5674万5千円 

財
政
課
長

要
求

　　家庭で障害児（者）を一時的に介護できない場
　合等に、登録介護者が時間単位で介護サービス
  を提供し、保護者や障害児（者）の地域生活を支
  援します。

総
務
部
長

10億5627万6千円 

10億5674万5千円 

　　通園施設等を利用する障害児が２人以上いる
  世帯に対し、利用者負担の軽減措置を講じま
  す。

  E-mail　fukushi@pref.nagano.
             jp

　障害者自立支援法の着実な定着を図るため、
「障害者自立支援対策臨時特例基金」を活用し
て、利用者負担の増加や事業者報酬の減少など
への緊急的な支援を行うとともに、国の制度を補
完する県独自の事業を実施します。

　　基金を活用して、施設改修や支援体制の整備
　等を行い、障害者が地域で安心して暮らせる社
　会の実現を目指します。

１　障害者自立支援対策臨時特例基金
　事業

３　障害児通園施設利用児療育支援事
　業
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予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 事　　　業　　　内　　　容

１　重症心身障害児（者）通園事業 １　重症心身障害児（者）通園事業
1億9062万6千円 　要求どおり

・ 実施箇所
　　　Ａ型通園事業（定員15人規模）　　　１か所
　　　Ｂ型通園事業（定員５人規模）　 　  ８か所
　　　　うちＢ型特例（定員拡大５人→８人）３か所

２　障害児・者施設訪問看護サービス事業

障害福祉課
  FAX  026-234-2369

[1億8250万8千円] ・ 事業主体 　市町村
・ 補助率 　　　県1/2　市町村1/2

621万8千円

障害福祉課 ・ 拠点病院 佐久総合病院
  FAX  026-234-2369 相澤病院

[ 562万4千円] 健和会病院

総合リハビリテーションセンター

要
求

財
政
課
長

総
務
部
長

1億9125万5千円 

重症心身障害児（者）通園等
事業費

総
務
部
長

　　通所施設等に通う医療的ケアを必要とする障
　害児（者）の訪問看護サービスの利用等に対し
　て助成します。

　事故や病気などにより脳に障害を受け、社会生
活に支障をきたしている高次脳機能障害者及びそ
の家族の相談に応じるため、拠点病院にコーディ
ネーターを設置し、生活復帰及び就労復帰に向
けた総合的な支援を行います。

高次脳機能障害者総合支援
事業費

  E-mail　fukushi@pref.nagano.
             jp

　　在宅の重症心身障害児（者）のために、通園に
　より訓練・指導等の必要な療育を行い、運動機
  能の低下を防止するとともにその発達を促しま
  す。
　　また、家庭における保護者の療育技術の習得
  を図ります。

  E-mail　fukushi@pref.nagano.
             jp

財
政
課
長

1億9062万6千円 

621万8千円 

621万8千円 

要
求 661万9千円 

　拠点病院に配置するコーディネーター
の活動に係る経費を精査しました。

1億9062万6千円 

２　障害児・者施設訪問看護サービス事
　業
　看護師等を配置して医療的ケアを行う
施設を見直し、経費を精査しました。
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予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 事　　　業　　　内　　　容

障害者相談支援事業費 3億2126万5千円

・ 設置か所 10圏域
障害者自立支援課 ・ 人的配置 障害児療育コーディネーター
  FAX  026-234-2369 障害者生活支援ワーカー

[ 2億3863万円] 障害者就業支援ワーカー

１　退院支援コーディネーターの配置
3899万7千円

　１　退院支援コーディネーターの配置

　２　普及啓発等の研修実施 ２　普及啓発等の研修実施
　要求どおり

障害者自立支援課 　３　　　障害者支え合い活動支援事業の実施
  FAX  026-234-2369 ３　障害者支え合い活動支援事業の実施

[ 3196万1千円]
　障害者が地域で安心して暮らせるように、お
互いに支え合う活動を支援します。

要
求 7972万1千円 

3187万4千円 

精神障害者退院支援事業費

要
求

  E-mail  seikatsu-shien@pref.
　　　　　　nagano.jp

　障害者が安心して地域で暮らせるように、身体・
知的・精神の３障害に対応する圏域ごとの障害者
総合支援センターにコーディネーター等を配置し
ます。

3億2950万8千円 

総
務
部
長

3899万7千円 

財
政
課
長

3億2126万5千円 
　障害者総合支援センターに配置する療
育コーディネーター等の活動に係る経費
などを精査しました。

3億2126万5千円 

　財政課長査定では、配置人数を前年同
数としましたが、総務部長査定では、担
当区域の見直しを行い、１名増員すること
としました。

　障害当事者の活動に係る経費を精査し
ました。

　地域の受入条件が整えば退院可能な方に対し、
退院支援コーディネーター等が退院を支援しま
す。

総
務
部
長

財
政
課
長

相談支援体制整備推進アドバイザー

  E-mail  seikatsu-shien@pref.
　　　　　　nagano.jp

保

新
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予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 事　　　業　　　内　　　容

１　授産活動活性化支援員の配置
6358万5千円

　１　授産活動活性化支援員の配置 ２　共同受注等コーディネーターの配置

　２　共同受注等コーディネーターの配置

　３　民間の専門技能活用支援 ３　民間の専門技能活用支援

　４　施設外授産活動の促進

４　施設外授産活動の促進

障害者自立支援課 　６　障害者職場実習設備等の整備　
  FAX  026-234-2369 ６　障害者職場実習設備等の整備

[ 3648万4千円] 　要求どおり

里親養成事業費 524万7千円 

こども･家庭福祉課
  FAX  026-235-7390

［335万円］

５　工賃引上げ計画策定支援及び工賃
　倍増計画実践モデル事業の実施
　工賃引上げのためのセミナーの開催回
数及びモデル事業の対象施設数を精査
しました。

　　　授産施設等の職員が施設外に出向いて仕事
     を開拓するための代替人員確保を支援しま
     す。 　施設外授産を行う事業所数及び活動

日数を精査しました。

福祉就労強化事業費

524万7千円 

524万7千円 

　工賃倍増計画に基づき、障害者授産施設等の
受注業務の拡大等を支援し、障害者の収入の増
加を図ります。

6358万5千円 
　授産施設等への個別支援を行う支援員
の活動に係る経費を精査しました。

8419万9千円 

6358万5千円 

　児童福祉施設入所児童への里親家庭
生活体験事業について、国庫補助対象
事業の拡大に合わせ県単独事業の見直
しを行い、経費を精査しました。

財
政
課
長

要
求

総
務
部
長

698万9千円 

　　　民間の専門技能を有する多様なアドバイ
    ザーを施設のニーズに応じて派遣します。

財
政
課
長

　　　授産施設等の職員を対象に、工賃アップセミ
　　ナーを開催するとともに、施設に経営コンサル
　　タントを派遣し、指導・助言を行います。

　　　授産施設等から障害者の職場実習を受け入
    れる企業等の設備等整備に対して助成しま
    す。

　里親に対する研修及び里親制度の周知を行い、
里親登録と里親委託を促進するとともに、児童福
祉施設の入所児童に里親家庭の生活を体験させ
ることにより自立を支援します。

要
求

総
務
部
長

　コーディネーターの活動に係る経費を
精査しました。

　５　　　工賃引上げ計画策定支援及び工賃倍増
　　　 計画実践モデル事業の実施

  E-mail  seikatsu-shien@pref.
　　　　　　nagano.jp

  E-mail  kodomo-katei@pref.
　　　　　　nagano.jp

　特別アドバイザーの配置は行わず、専
門技能を有する者の派遣回数を増やし
て、指導・助言を実施することし、所要の
経費を増額しました。

新

18



予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 事　　　業　　　内　　　容

3983万3千円 

こども･家庭福祉課
  FAX  026-235-7390

［0円］

１　市町村虐待防止ネットワーク等支援事
1025万1千円 　業

　要求どおり

１　市町村虐待防止ネットワーク等支援事業 ２　児童虐待対応職員専門性強化事業
　要求どおり

３　児童虐待・ＤＶ24時間ホットライン
２　児童虐待対応職員専門性強化事業

こども･家庭福祉課 ３　児童虐待・ＤＶ24時間ホットライン
  FAX  026-235-7390

[ 1030万9千円]
　　児童虐待の通告・相談のほか、ＤＶの通報や
　相談に24時間・ 365日応じ、速やかに必要な支
  援を行います。

　　研修等の実施により市町村の児童相談機能を
　強化します。

　　児童虐待等により保護されたこども及び保護者
　に対応する職員へのカウンセリング研修を実施
　することにより、職員の専門性を強化します。

児童虐待防止強化事業費

諏訪湖健康学園移転改築事
業費

  E-mail  kodomo-katei@pref.
　　　　　　nagano.jp

総
務
部
長

4673万1千円 

3983万3千円 

3983万3千円 

1025万1千円 

1025万1千円 

要
求

要
求

　電話相談員の勤務実績を踏まえ、経費
を精査しました。

　移転改築に係る設計費を精査しまし
た。

財
政
課
長

1030万9千円 

財
政
課
長

総
務
部
長

　情緒障害児短期治療施設「諏訪湖健康学園」の
移転改築に向けて、必要な設計等を行います。

　児童虐待の相談窓口の設置と相談体制の強化
により、児童虐待の未然防止、再発防止を図りま
す。

  E-mail  kodomo-katei@pref.
　　　　　　nagano.jp

保

保

新
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予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 事　　　業　　　内　　　容

１　労働環境の整備促進
5798万6千円

１　　　労働環境の整備促進 ２　キャリアアップの仕組みづくり
　要求どおり

３　福祉・介護サービスの周知理解

２　　　キャリアアップの仕組みづくり

４　潜在的有資格者等の参入促進
　要求どおり

３　　　福祉・介護サービスの周知理解
５　県福祉人材研修センターの運営
　要求どおり

長寿福祉課 ４　　　潜在的有資格者等の参入促進
  FAX  026-235-7394
  E-mail  choju@pref.nagano.jp

地域福祉課 ５　県福祉人材研修センターの運営
  FAX  026-235-7485

[ 5522万6千円]

福祉人材確保対策事業費

  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp

総
務
部
長

5798万6千円 
　人材バンク事業を見直し、経費を増額
しました。

要
求 5746万7千円 

　福祉団体が行う啓発事業を支援するた
め、経費を増額しました。

5798万6千円 

財
政
課
長

　　職員の定着促進のため、中堅職員に対する研
　修を実施します。

　　産休等代替職員を円滑に確保するため、人材
　バンク事業を実施するとともに、社会福祉施設の
　経営基盤強化のための経営指導等を行います。

　福祉人材の確保・定着を促進するため、次の事
業を長野県福祉人材研修センターにおいて実施
します｡

　　福祉人材を確保するため、有資格者の再就業
　支援を行います。

　　社会福祉施設従事者に対する必要な知識や
　専門技術に関する研修や無料職業紹介事業
　などを実施します。

　　福祉人材確保定着推進会議を設置して、戦略
　的に施策を推進するとともに、福祉団体が行う啓
　発事業を支援する等、福祉・介護サービスに関
  する理解を深める広報啓発を充実します。

新

新

新

新
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予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 事　　　業　　　内　　　容

　要求どおり
1098万2千円

・ 長野県社会福祉協議会
・ 事業内容

　　１　住民支え合いによる地域づくりの意識啓発

　　２　災害時住民支え合いマップの策定支援
地域福祉課
  FAX  026-235-7485

[ 97万9千円] 　　３　地域づくり活動の中心となる人材の養成

5081万8千円

・

地域福祉課
  FAX  026-235-7485

[ 4863万5千円] 　

  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp

  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp

住民支え合い活動支援事業補
助金

日常生活自立支援事業補助
金

総
務
部
長

　基幹的社協に配置する専門員の活動
に係る経費を精査しました。

1098万2千円 

総
務
部
長

要
求

1098万2千円 

財
政
課
長

5317万8千円 

5081万8千円 

5081万8千円 

1098万2千円 

財
政
課
長

要
求

　福祉・介護サービスの利用手続きや日常生活に
支援が必要な者に対し、相談や代行手続き等を
行う事業に助成します。

　　　　住民支え合い活動推進セミナーの開催

　　　　地域福祉ワーカーの養成研修の実施

　　１　基幹的社協（20か所）への専門員の配置
　　２　利用契約に基づく支援活動の強化

実施主体　 長野県社会福祉協議会

　　　　地域における災害時住民支え合いマップ
　　　の実践指導及び活動事例集の整備

　災害時住民支え合いマップづくりを通じて、地域
住民が互いに支え合う地域社会づくりを進める事
業に助成します。

実施主体　
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予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 事　　　業　　　内　　　容

13億4222万7千円

地域福祉課 ・ 特別養護老人ホーム
  FAX  026-235-7485 ・ 養護老人ホーム

・ ケアハウス
・ 障害者支援施設
・ 肢体不自由児・重症心身障害児施設

長寿福祉課 ・ 生活介護・就労継続支援Ｂ型施設
  FAX  026-235-7394 ・ 児童養護施設
  E-mail  choju@pref.nagano.jp ・ 障害者就労訓練設備

・ 宅幼老所
障害福祉課 ・ 障害者グループホーム
  FAX  026-234-2369 ・ 旧障害者共同作業所設備

障害者自立支援課
  FAX  026-234-2369

こども･家庭福祉課
  FAX  026-235-7390

[14億1799万3千円]

1か所
1か所

1か所

1か所

社会福祉施設等整備事業補
助金

  E-mail  seikatsu-shien@pref.
　　　　　　nagano.jp

  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp

  E-mail  kodomo-katei@pref.
　　　　　　nagano.jp

  E-mail　fukushi@pref.nagano.
             jp

3か所

財
政
課
長

13億4222万7千円 

要
求

14億979万6千円 

　宅幼老所及び障害者グループホーム
の整備について、箇所数や事業費を精
査しました。

総
務
部
長

13億4222万7千円 

11か所
10か所

2か所
72か所

1か所

1か所

　社会福祉施設等の施設整備や設備整備に対し
て助成します。

保

保
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予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 事　　　業　　　内　　　容

1508万円 

１　労働相談員による労働相談

労働福祉課
  FAX  026-235-7327 [ 1580万7千円] ３　メンタルヘルス相談
  E-mail  rofuku@pref.nagano.jp

68万2千円 

１　登録、表彰

２　ワークライフバランス推進セミナー・啓発

労働福祉課
  FAX  026-235-7327 [ 152万2千円]
  E-mail  rofuku@pref.nagano.jp

労働相談事業費

仕事と子育て両立支援推進事
業費

総
務
部
長

1508万円 

財
政
課
長

1508万円 

要
求 1576万2千円 

総
務
部
長

68万2千円 

財
政
課
長

68万2千円 

要
求 184万2千円 

１　登録、表彰
　要求どおり

２　ワークライフバランス推進セミナー・啓
　発
　啓発資料の配布方法等を見直し経費
を精査しました。

３　育児休業推進支援モデル事業
　既存の事業で対応が可能なことから、
経費を精査しました。

１　労働相談員による労働相談
　労働相談員の勤務日数を精査しまし
た。

２　特別労働相談員による専門的な労働
　相談
　特別労働相談員の相談日数を精査しま
した。

３　メンタルヘルス相談
　要求どおり

　仕事と子育てを両立しながら働くことのできる職
場環境づくりを推進します。

　　従業員の子育てを支援する企業の取組みの登
　録や、子育て支援に積極的に取組んでいる企業
　を表彰し、県のホームページ等で紹介します。

　労使間のトラブルを円滑に解決するために労働
相談事業を行います。

２　特別労働相談員（弁護士、社会保険労務士、
　産業カウンセラー）による専門的な労働相談

　　企業の先進事例の発表や講演、支援制度の
  紹介等のセミナーを通じて、企業へのワークラ
  イフバランス（仕事と生活の調和）の推進を図
  ります。
　　また、パンフレットにより事業主、労働者への
 啓発を図ります。
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予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 事　　　業　　　内　　　容

１　セミナーの開催
54万2千円 

２　企業の取り組みの立ち上げ支援
１　セミナーの開催

３　事例集の配布
２　企業の取組みの立上げ支援

労働福祉課 ３　事例集の配布
  FAX  026-235-7327
  E-mail  rofuku@pref.nagano.jp ［0円］

(要求の考え方)

―  

(査定結果)

障害福祉課
  FAX  026-234-2369

[0円]

中小企業メンタルヘルスケア
促進事業費

総
務
部
長

54万2千円 

財
政
課
長

54万2千円 

要
求 220万円 

　配布方法を見直し経費を精査しまし
た。

　実施箇所を見直し、経費を精査しまし
た。

 　実施回数を見直し、経費を精査しまし
た。

重症心身障害児（者）短期入
所事業補助金

　　モデル的にメンタルヘルスケアを立上げる企
  業に対し、助言・指導を行います。

　　メンタルヘルスケアに対する意識の高揚を図る
  ため、県下でセミナーを開催します。

　メンタルヘルスケアの取組みが進んでいない中
小企業を対象にセミナーを開催し、意識の高揚を
図るとともに、モデル的に企業の取組に対する支
援を行い、事例集により広く啓発します。

総
務
部
長

0円

　　企業の取組みを事例集にまとめ、中小企業へ
　配布し広く啓発します。

―

財
政
課
長

0円

322万円 
要
求

　県内の医療機関等に対して、施設の設
置や短期入所の受け入れを協力してもら
えるよう依頼するとともに、国に対して短
期入所単価の引き上げなどを要望し、重
症心身障害児(者)に対する支援の充実
を図っていくこととしました。

　在宅で生活をする重症心身障害児
（者）が、医療機関においても短期入所
サービスが受けられるよう、診療報酬単
価と国が定める短期入所単価の差額分
の助成に要する経費を要求しました。

  E-mail　fukushi@pref.nagano.
             jp

新

新

保
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部　局　名：　衛　生　部

164万6千円 

・

・

健康づくり支援課 　

 FAX 026-235-7170 ［　1519万7千円］ ※ メタボリックシンドローム

 E-mail kenko@pref.nagano.jp

１　がん予防の推進
がん対策総合推進事業費 8863万8千円 

・ 県民への意識啓発、検診情報のＰＲ
・ がん検診受診率向上の行動計画策定
・ がん検診の精度向上

２　がん医療提供体制の充実
　　県内のがん診療水準の向上を図るため、がん診

医療政策課 　療連携拠点病院が行う取組を支援するとともに、
 FAX 026-223-7106   医師、看護師の研修を行います。
 E-mail iryo@pref.nagano.jp

・ がん診療連携拠点病院整備事業
健康づくり支援課 ・ 　　 がん診療に携わる医師に対する緩和ケア研
 FAX 026-235-7170 ［　5105万円］      修事業
 E-mail kenko@pref.nagano.jp ・      看護職員がん専門研修事業

　健康標語の募集、普及に係る経費や生
活習慣病予防を目的とした健診・保健指
導研修会開催のための経費を精査しまし
た。

事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

財
政
課
長

　また、がん診療連携拠点病院整備事業
の補助単価を国が示した単価に合わせま
した。

要求と査定経過

要
求 454万7千円 

事　　　業　　　内　　　容

総
務
部
長

　がん予防のための県民大会について
は、健康長寿推進県民大会（仮称）と併せ
て開催することにより、大会開催経費を精
査しました。

要求に対する査定内容

8863万8千円 

164万6千円 

164万6千円 

総
務
部
長

財
政
課
長

要
求

8863万8千円 

1億949万5千円 

　  がんの予防・早期発見に資する事業を実施する
  ことにより、長野県のがん対策を更に推進します。

　メタボリックシンドロームに着目した生活習慣病
対策を行います。

「健康長寿No.1」をめざし、県民の主体的な健
康づくりを促進するための「県民健康長寿宣
言(仮称)」の制定、普及

特定保健指導を行うための人材養成・研修会
の開催

  内臓脂肪が蓄積し、高血圧、高血糖、血中の脂質異
常などを複合的に発症する病態のことをいいます。

メタボリックシンドローム対策事
業費

保

新

新
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事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容

206万1千円 

・
健康づくり支援課 ・
 FAX 026-235-7170 ［　449万4千円］ ・
 E-mail kenko@pref.nagano.jp ・

不妊治療費助成事業費 7930万円 

　
　

・ 助成内容

健康づくり支援課
 FAX 026-235-7170 ［　4809万4千円］
 E-mail kenko@pref.nagano.jp

８０２０運動推進特別事業費 887万4千円 

・ 8020推進員の育成
・ 生涯にわたる口腔機能の育成・向上支援

健康づくり支援課 ・ 歯科医療関係者等への研修会の開催
 FAX 026-235-7170 ［　931万9千円］ ・ 8020運動推進運営委員会の開催
 E-mail kenko@pref.nagano.jp

   １回の治療につき10万円を限度とし、１年に
２回、通算５年間助成

887万4千円 

総
務
部
長

7930万円 
　要求どおり

財
政
課
長

7930万円 

総
務
部
長

206万1千円 

財
政
課
長

　事業啓発リーフレットの印刷製本費を精
査したほか、食事バランスガイドの表示方
法説明会については、特定給食施設等指
導事業の中で実施することとしました。

財
政
課
長

要
求

要
求

総
務
部
長

887万4千円 

7930万円 

329万5千円 

206万1千円 

　8020運動推進運営委員会に係る経費
を精査しました。

要
求 888万5千円 

  県民の健康に繋がる口腔の健康管理を推進する
ため、「80歳になっても20本以上の歯を保とう」とい
う8020運動の普及啓発と事業の円滑な推進を図り
ます。

　妊娠・出産・育児を通じた子育て支援の一環とし
て、妊娠を望み、体外受精・顕微授精による治療
を受けている夫婦に対し、その治療費の一部を助
成します。

食育キャラバン隊の派遣
食育ボランティアの育成

　食は生きるための基本であり、健やかな心身の
発達に大きな影響を及ぼすことから、食生活の大
切さを発信し、生涯にわたり健全な食生活が維持
できるよう県民を支援するための事業を実施しま
す。

すこやか信州食育発信事業費

野菜を食べようキャンペーンの実施

食育推進県民運動の実施
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事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容

 
3073万円 

・ 補助対象 運営費 　　　９病院
設備整備費 ２病院

健康づくり支援課 ・ 補助率 10/10
 FAX 026-235-7170 ［　2733万9千円］
 E-mail kenko@pref.nagano.jp

1586万円  

健康づくり支援課
 FAX 026-235-7170 ［　1185万2千円］
 E-mail kenko@pref.nagano.jp

1176万9千円 

健康づくり支援課
 FAX 026-235-7170 ［　995万2千円］
 E-mail kenko@pref.nagano.jp

3073万円 
　要求どおり

財
政
課
長

3073万円 

総
務
部
長

総
務
部
長

1586万円 
　検体輸送のための消耗品代を精査しま
した。

財
政
課
長

1586万円 

1588万1千円 

　出前講座用資料等の経費を精査しまし
た。

財
政
課
長

1176万9千円 

総
務
部
長

要
求 1244万7千円 

要
求 3073万円 

1176万9千円 

要
求

　新型インフルエンザ等の発生を早期に把握する
ため、新たに「疑似症」に関する調査事項を追加
し、迅速かつ適切な感染症対策を推進します。

　エイズ・性感染症に関する正しい知識や早期検
査の重要性に関する普及啓発、相談・検査を受け
る機会の拡大の２つの観点から重点的な対策を推
進します。

　感染症患者に対する良質で適切な医療の提供
と新型インフルエンザ対策を推進するため、県内
各医療圏の感染症指定医療機関に対し、その運
営及び設備整備に要する経費を助成します。

感染症指定医療機関補助事
業費

感染症発生動向調査事業費

エイズ・性感染症相談・検査、
普及啓発事業費
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事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容

１　医師確保対策の充実
医師確保等総合対策事業費 2億6902万円 　　即戦力の医師をはじめ、研修医、医学生等各階

 層に応じた事業を実施し、一層の医師確保を図り
 ます。

・ ドクターバンク事業
・ 医師研究資金貸与事業
・ 臨床研修病院緊急支援事業
・ 後期研修医研修奨励事業
・ 小児医療後期臨床研修推進事業
・ 医学生修学資金貸与事業
・ 地域医療をともに考えるシンポジウム

２　医師の職場環境の改善
　　病院勤務医の負担軽減や、職場環境の改善を推
  進し、医師の離職防止･確保を図ります。

・ 病院勤務医が働きやすい環境整備推進
事業

・ 夜間･緊急時等の子供の預かり支援事業
・ 女性医師の復職支援研修事業

医療政策課 ・ 女性医師ネットワーク協議会
 FAX 026-223-7106
 E-mail iryo@pref.nagano.jp ３　産科・小児科医療等の確保

　　助産師の活用促進をはじめ、地域の実情に応じ
医療政策課医師確保対策室  た対応策等により、産科･小児科医療等を確保しま
 FAX 026-223-7106  す。
 E-mail doctor@pref.nagano.jp

・ 助産師活用促進事業
県立病院課 ・ 小児救急医療啓発事業
 FAX 026-223-7106 ［　9275万4千円］ ・ 地域医療検討会
 E-mail kenbyoin@pref.nagano.jp ・ 小児医療後期臨床研修推進事業（再掲）

総
務
部
長

2億6902万円 
　事業の実施日数、対象人数等を精査し
ました。

財
政
課
長

要
求

2億7213万8千円 

2億6902万円 

新

新

新

新

新

新

保

保

新
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事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容

1億682万円 

・ 補助対象
長野市医師会附属看護専門学院

医療政策課
 FAX 026-223-7106 ［　6147万9千円］
 E-mail iryo@pref.nagano.jp

2億8699万5千円 

・ 補助対象 安曇野赤十字病院
藤森病院

医療政策課
 FAX 026-223-7106 [　0円]
 E-mail iryo@pref.nagano.jp

県立駒ヶ根病院整備事業費 5011万1千円 
　　            　      

県立病院課
 FAX 026-223-7106 [　0円]
 E-mail kenbyoin@pref.nagano.jp

1億682万円 
　要求どおり

総
務
部
長

要
求 1億682万円 

財
政
課
長

1億682万円 

総
務
部
長

2億8699万5千円 
　要求どおり

5011万1千円 

財
政
課
長

要
求

2億8699万5千円 

2億8699万5千円 

　新病院の基本設計、実施設計に係るプ
ロポーザル経費を精査しました。

財
政
課
長

5011万1千円 

総
務
部
長

要
求 5011万6千円 

　看護師の新規養成･確保を安定的に図るため、３
年課程を新設する看護専門学校の施設整備に対
して助成します。

看護師等養成所施設整備事
業費

医療施設近代化施設整備事
業費

　患者の療養環境、医療従事者の勤務環境の改
善を図るため、病院の新築、増改築を支援しま
す。

　駒ヶ根病院の改築に向け、病院敷地の地質調査
及び測量調査を実施し、そのデータを基に新病院
の基本設計、実施設計を行います。

新

保

保

保

保
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事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容

後期高齢者医療給付事業費 181億4159万円 

　・ 療養の給付等に対する費用負担
　・ 

医療政策課国保・医療福祉室 　・ 高額な医療費に対する費用負担
 FAX 026-235-7260 [　0円] 　・ 財政安定化基金の設置等
 E-mail kokuho@pref.nagano.jp

2億9183万2千円 

医療政策課・国保医療福祉室
 FAX 026-235-7260 [　0円]
 E-mail kokuho@pref.nagano.jp

総
務
部
長

181億4159万円 
　長野県後期高齢者医療広域連合が行
う健康診査に要する経費への助成につ
いては、地方財政措置の状況等を踏まえ
事業化せず、これまでの事業等を活用
し、引き続き高齢者の健康増進を図って
いくこととしました。

財
政
課
長

要
求

182億1717万6千円 

2億9183万2千円 

181億4159万円 

　助成対象の保険者を市町村のみとした
ほか、健診の実施率を精査しました。

財
政
課
長

2億9183万2千円 

総
務
部
長

要
求

3億4724万6千円 

特定健康診査 ・特定保健指導
事業費

　県民の高齢期における適切な医療の確保を図る
ため、後期高齢者医療制度の運営が適切かつ円
滑に行われるよう所要の施策を実施します。

　平成20年４月から被保険者・被扶養者に対する
特定健診・特定保健指導が医療保険者に義務付
けられることから、事業の円滑な実施を図るため国
民健康保険の保険者（市町村）に助成します。

低所得者等の保険料軽減措置に対する費用
負担

新新

新

保

保
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事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容

若年層献血推進対策事業費 220万4千円 

事業内容
・ 献血に関する知識の普及
中学・高校生への献血推進ポスターの募集
高校生へのリーフレット配布

・ 献血意識の向上
献血推進ポスターによる車内広告の実施
高校訪問による献血協力依頼
大学文化祭での献血の実施
成人式での献血協力リーフレットの配布

薬事管理課
 FAX 026-235-7398 ［　161万3千円］ ・ 献血機会の拡大
 E-mail yakuji@pref.nagano.jp 献血ルーム体験運動

１　小児救急電話相談の実施
2706万2千円 

 
 

２　小児初期救急医療体制の整備

 
医療政策課
 FAX 026-223-7106 ［　3501万5千円］ ・ 実施地区 ７地区
 E-mail iryo@pref.nagano.jp

総
務
部
長

220万4千円 
　普及啓発用のチラシやリーフレット、配
布用消耗品のほか、電車・バス車内広告
等にかかる経費を精査しました。

財
政
課
長

総
務
部
長

2706万2千円 
　「小児救急医療啓発事業」に係る経費
を精査の上、医師確保等総合対策事業
に位置づけました。

財
政
課
長

2706万2千円 

要
求 3048万2千円 

220万4千円 

要
求 380万円 

　夜間の小児救急患者の保護者向けの電話
相談(#8000)を実施し、適切な助言を行うこと
により、保護者の不安を和らげます。

　病院勤務と開業の小児科医等が交代制によ
り、夜間の小児救急医療体制を提供する市町
村等に対して運営費を助成します。

　献血者数は、ここ数年減少が続いており、特に10
代20代の若い世代の減少が著しい状況であること
から、若い世代に対して重点的に啓発を行い、将
来の献血者の確保を図ります。

小児初期救急医療体制整備
事業費
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事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容

精神科救急医療整備事業費 2400万円 

・ 補助対象　 10病院
健康づくり支援課
 FAX 026-235-7170 ［　2467万円］
 E-mail kenko@pref.nagano.jp

175万1千円 

食品・生活衛生課
 FAX 026-232-7288 [　0円]
 E-mail shokusei@pref.nagano.jp

　食の安全を確保するため、食品検査の充実・強
化を図り、食品営業者の自主的衛生管理を促進し
ます。

　休日、夜間における精神疾患の急激な発症や悪
化などにより、緊急に医療を必要とする精神障害
者に対する医療体制を確保するため、精神科救
急指定病院の医師の待機料、空床確保料に対し
て助成します。

総
務
部
長

2400万円 
　要求どおり

財
政
課
長

2400万円 

要
求 2400万円 

総
務
部
長

175万1千円 

財
政
課
長

175万1千円 

　検査対象食品、検体数を見直すなど事
業を精査しました。

要
求 350万1千円 

「食品」の安全確保のための自
主管理体制強化事業費

新
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部　局　名：　生活環境部

163万7千円 

・ イベントやホームページを通じて実践行動への

環境政策課 ・
 FAX 026-235-7491 [　0円] るとともに優れた事例を表彰
 E-mail kankyo@pref.nagano.jp

36万円 

環境政策課
 FAX 026-235-7491 ［　40万円］
 E-mail kankyo@pref.nagano.jp

ＥＳＣＯ導入事業費 31万6千円 

環境政策課
 FAX 026-235-7491 ［　1004万2千円］
 E-mail kankyo@pref.nagano.jp

  事業所における地球温暖化対策を推進するた
め、企業等のエネルギー設備の省エネ対策を診
断・指導する「信州省エネパトロール隊」の活動に
対して助成します。

　長野県の温暖化対策の率先実行のため、エネ
ルギー消費量の多い県有施設へのＥＳＣＯ事業の
導入に向け、ＥＳＣＯ事業提案審査委員会を設置
し、事業候補者を選定します。

減ＣＯ２（げんこつ）アクション

キャンペーン事業費

信州省エネパトロール隊活動
支援事業費

(県有施設の省エネ改修導入
事業費)

要
求

事　　　業　　　内　　　容

総
務
部
長

要
求

財
政
課
長

財
政
課
長

　県民・企業・団体等に対し、日常の生活や事業
活動において環境に配慮した行動を実践する運
動「減ＣＯ２アクション」を広く呼びかけ、県民の地

球温暖化防止活動の促進を図ります。

参加を呼びかけ
様々な実践活動を募集し､その内容を紹介す

要求に対する査定内容

36万円 

36万円 

　ネットワーク構築・運用経費及びイベン
ト開催経費を精査しました。

163万7千円 

163万7千円 

242万3千円 

事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

財
政
課
長

要
求

要求と査定経過

31万6千円 

総
務
部
長

36万円 

　要求どおり

31万6千円 

総
務
部
長

31万6千円 
　要求どおり

新
保

保
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事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過

大気汚染防止対策事業費 2354万6千円 

環境政策課
 FAX 026-235-7491 ［　2078万4千円］
 E-mail kankyo@pref.nagano.jp

87万1千円 

環境政策課
 FAX 026-235-7491 [　0円]
 E-mail kankyo@pref.nagano.jp

信州環境フェア負担金 180万円 

環境政策課
 FAX 026-235-7491 ［　180万円］
 E-mail kankyo@pref.nagano.jp

　大気汚染の状況を正確に把握することにより、大
気汚染物質による健康被害等を未然に防止しま
す。

  長野県環境基本条例に基づき、長野県の環境
保全に関する各種施策を総合的かつ計画的に推
進するとともに、新たな社会情勢や直面する環境
課題に適切に対応するため、長野県環境基本計
画を改定します。

　持続可能な社会の実現に向けて、県民・事業
者・ＮＰＯ・行政がお互いの理解と協力のもと、環
境に配慮したライフスタイルを確立する契機とする
ため、経済団体等とともに実行委員会を組織し、
信州環境フェアを開催します。

長野県環境基本計画の改定
事業費

　要求どおり

要
求 180万円 

財
政
課
長

180万円 

要
求

総
務
部
長

180万円 

493万5千円 

　地域懇談会の開催方法を見直すととも
に、計画書の印刷費等を精査しました。

財
政
課
長

87万1千円 

総
務
部
長

87万1千円 

要
求 2787万2千円 

2354万6千円 

総
務
部
長

2354万6千円 
　国立環境研究所・長野地方気象台・近
県と連携を図ることとし、光化学オキシダ
ントの測定地点等を精査しました。

財
政
課
長

新
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事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過

水にやさしい人づくり事業費 16万4千円 

水環境課
 FAX 026-235-7366 [　0円]
 E-mail mizukankyo@pref.nagano.jp

278万3千円 

水環境課
 FAX 026-235-7366 [　0円]
 E-mail mizukankyo@pref.nagano.jp

合併処理浄化槽整備事業費 2億907万9千円 

・ 事業主体 市町村
・ 補助率 事業費の公費負担分の1/3以内

生活排水対策課
 FAX 026-235-7399 ［　2億907万9千円］
 E-mail seikatsuhaisui@pref.nagano.jp

　本県の清らかで豊かな水環境を将来にわたって
保全するため、第４次長野県水環境保全総合計
画に沿って、水環境保全に関する普及啓発を実
施します。

　汚濁負荷の大部分を占める市街地、農地等から
降雨に伴って流出する負荷（流出水負荷）の削減
技術の研究、成果の普及により、諏訪湖浄化対策
を推進します。

　河川等の水質汚濁を防止することを目的として、
市町村が実施する合併処理浄化槽整備事業への
補助金の交付を行います。

上川・宮川流域流出水負荷削
減技術研究事業費

2億5017万円 

　今までの実績と要望件数を勘案し、補
助金額を精査しました。

財
政
課
長

2億907万9千円 

総
務
部
長

要
求

要
求

財
政
課
長

278万3千円 

278万2千円 

総
務
部
長

278万3千円 
　研究費等を見直し、事業費を増額しま
した。

2億907万9千円 

　リーフレットの印刷費等普及啓発に要
する経費を精査しました。

231万7千円 

16万4千円 

総
務
部
長

要
求

財
政
課
長

16万4千円 

新

新
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事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過

149万6千円 

・ 保護回復事業計画の作成
・ 希少野生動植物保護監視員の委嘱

自然保護課
 FAX 026-235-7498 ［　2214万1千円］
 E-mail　shizenhogo@pref.nagano.jp 

971万円 

・ 霧ヶ峰(八ヶ岳中信高原国定公園)
・ 事業内容

防護柵の設置及び管理
自然保護課 ニホンジカの行動追跡
 FAX 026-235-7498 [　0円] 防護効果の検証（被害状況調査、ニホン
 E-mail　shizenhogo@pref.nagano.jp ジカ頭数調査）

133万1千円 

・ 信州リサイクル製品の普及促進
・ 過剰包装・レジ袋削減の推進
・ 事業系一般廃棄物削減への支援

廃棄物対策課 ・ リサイクル関連法等の円滑な推進
 FAX 026-235-7259 ［　181万4千円］
 E-mail haikibut@pref.nagano.jp

実施箇所

希少野生動植物保護対策事
業費

ニホンジカによる植生被害対
策事業費

資源循環システム構築事業費

  長野県希少野生動植物保護条例に基づく保護
回復事業計画の策定を進め、市町村、NPO、民間
団体等の幅広い連携により、実効性のある保護対
策に取り組みます。

  ニホンジカによる植生被害を防ぎ、生物の多様
性の確保及び自然公園の景観の維持を図るととも
に、今後の効果的な防護方法の実証を行います。

　長野県廃棄物処理計画（第２期）に基づき、廃棄
物の適正処理及び資源化推進に関する啓発活動
等を行います。

財
政
課
長

　普及啓発の方法等を見直し、経費を精
査しました。

要
求 236万円 

総
務
部
長

133万1千円 

総
務
部
長

要
求 1021万4千円 

133万1千円 

財
政
課
長

971万円 

　防護柵の設置・管理及び防護効果の検
証経費を精査しました。

財
政
課
長

149万6千円 

要
求 152万8千円 

総
務
部
長

149万6千円 

971万円 

　希少野生動植物保護対策委員会の開
催経費を精査しました。

新

保

保
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事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過

382万2千円 

・ 一般廃棄物処理施設に対する指導
・ 市町村等に対する情報提供、技術的支援
・ 一般廃棄物処理実務セミナーの開催

廃棄物対策課
 FAX 026-235-7259 ［　382万2千円］
 E-mail haikibut@pref.nagano.jp

50万円 

廃棄物対策課
 FAX 026-235-7259 [　0円]
 E-mail haikibut@pref.nagano.jp

160万円 

廃棄物監視指導課
 FAX 026-235-7259 ［　328万2千円］
 E-mail kanshi@pref.nagano.jp

一般廃棄物適正処理推進事
業費

産業廃棄物処理に係る技術的
支援事業費

不法投棄防止夜間監視事業
費

　産業廃棄物の適正処理を推進するため、産業廃
棄物処理技術に関する調査研究を行い、産業廃
棄物処理業者等に対する情報提供、技術的支援
を行います。

　産業廃棄物の大規模不法投棄の防止と抑止を
図るため、廃棄物監視員・指導員及び民間委託に
よる産業廃棄物運搬車両等に対する夜間監視を
実施します。

要
求 160万円 

財
政
課
長

　要求どおり
総
務
部
長

160万円 

160万円 

財
政
課
長

要
求 80万円 

50万円 

　調査研究内容を見直し、経費を精査し
ました。

総
務
部
長

50万円 

総
務
部
長

要
求 401万5千円 

財
政
課
長

382万2千円 

382万2千円 
　セミナーの開催方法等を見直し、経費
を精査しました。

  一般廃棄物の適正処理を推進するため、市町村
に対し、情報提供、技術的支援を行います。

新
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事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過

24万2千円 

生活文化課
 FAX 026-234-6579 ［　53万6千円］
 E-mail seibun@pref.nagano.jp

多重債務者対策事業費 150万円 

生活文化課
 FAX 026-234-6579 [　0円]
 E-mail seibun@pref.nagano.jp

101万4千円 

生活文化課
 FAX 026-234-6579 [　0円]
 E-mail seibun@pref.nagano.jp

　消費者施策の総合的な対策を目的とした「消費
生活条例（仮称）」の制定など消費者施策のあり方
について検討を行います。

　多重債務者を早期に発見し、相談機関へ導くた
めの広報・啓発を行い、県民の暮らしの安全・安心
を守ります。

　長野県の文化芸術施策の方向性を明らかにし、
計画的に施策を展開するため、「長野県文化芸術
振興指針」を策定します。

総合的な消費者施策検討事
業費

長野県文化芸術振興指針策
定事業費

要
求 118万1千円 

財
政
課
長

101万4千円 

　文化芸術振興懇話会の経費を精査しま
した。

財
政
課
長

150万円 

101万4千円 

総
務
部
長

要
求 447万2千円 

　既存の啓発事業を活用するなど事業費
を精査しました。

総
務
部
長

150万円 

総
務
部
長

要
求 26万9千円 

財
政
課
長

　消費生活条例（仮称）検討委員会の経
費を精査しました。

24万2千円 

24万2千円 

新

新
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事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過

5400万円 

・ 期　 間 平成20年８月13日（水）～９月９日（火）
・ 会　 場 長野県松本文化会館（松本市）ほか
・ 公演数 13公演（予定）

生活文化課
 FAX 026-234-6579 ［　6000万円］
 E-mail seibun@pref.nagano.jp

2400万円 

・ 期　 日 平成20年９月24日（水）
・ 会　 場 長野県県民文化会館（長野市）

生活文化課
 FAX 026-234-6579 ［　600万円］
 E-mail seibun@pref.nagano.jp

文化施設改修事業費 1億9880万6千円 

生活文化課
 FAX 026-234-6579 ［　2億円］
 E-mail seibun@pref.nagano.jp

  県民文化会館の開館25周年及びウィーン楽友
会館との姉妹提携25周年を記念し、ウィーン・フィ
ルハーモニー管弦楽団による演奏会を共催しま
す。

  県立文化施設の改修により、利用者が安全で快
適に文化芸術に親しむことができる環境を提供し
ます。

　2008サイトウ・キネン・フェスティバル松本を共催
します。

（県民文化会館開館25周年・
ウィーン楽友会館姉妹提携25
周年記念事業）

ウィーン・フィルハーモニー管
弦楽団演奏会開催事業費

2008サイトウ・キネン・フェスティ
バル松本開催事業費

要
求

3億3333万4千円 

1億9880万6千円 
　緊急性の高い事業を優先し、事業費を
精査しました。

財
政
課
長

1億9880万6千円 

総
務
部
長

総
務
部
長

要
求 3000万円 

財
政
課
長

2400万円 

　入場料、公演料等を精査しました。

要
求 5400万円 

財
政
課
長

5400万円 

2400万円 

　要求どおり
総
務
部
長

5400万円 

保

保

保
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事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過

公共事業費
公共事業費 44億1241万9千円 

債務負担行為
(22億100万円)

生活排水対策課
 FAX 026-235-7399 ［　43億7391万2千円］
 E-mail seikatsuhaisui@pref.nagano.jp

県単独事業費
県単独事業費 4500万円 

生活排水対策課
 FAX 026-235-7399 ［　5360万円］
 E-mail seikatsuhaisui@pref.nagano.jp

－　

廃棄物監視指導課
 FAX 026-235-7259 [　0円]
 E-mail kanshi@pref.nagano.jp

500万円 

5100万円 

（要求の考え方）
　不法投棄等により放置され、良好な生
活環境を阻害する廃棄物を、地域住民と
行政との連携によって早期撤去するため
の市町村補助金を要求しました。

(査定結果)
  廃棄物の不法投棄の防止、原因者に
対する撤去指導に努めるとともに、市町
村・地域住民等と連携して生活環境の保
全を図っていくこととしました。

0円

要
求

地域と協働の環境づくり事業
費

－

財
政
課
長

要
求

総
務
部
長

0円

計 4500万円

　緊急性、優先性等を勘案し、事業費を
精査しました。

区　  分 予　　算　　額
下水道 4500万円

財
政
課
長

4500万円 

総
務
部
長

4500万円 

要
求

44億1241万9千円 

44億1241万9千円 
農業集落排水 2億3241万9千円

計 44億1241万9千円

下水道 41億8000万円
財
政
課
長

区　  分 予　　算　　額

総
務
部
長

44億1241万9千円 
　要求どおり

新新

保

保

保

保
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部　局　名：　商　工　部

産学官連携推進事業費 9476万8千円 

・
・

ものづくり振興課 ・
 FAX 026-235-7197 ［　8420万3千円］
 E-mail mono@pref.nagano.jp

851万8千円 

・

ものづくり振興課 ・
 FAX 026-235-7197 ［　63万8千円］ ・
 E-mail mono@pref.nagano.jp

579万3千円 

・

ものづくり振興課
 FAX 026-235-7197 ［　793万7千円］ ・
 E-mail mono@pref.nagano.jp

総
務
部
長

要
求

事　　　業　　　内　　　容

総
務
部
長

要
求

財
政
課
長

財
政
課
長

　産学官による研究開発体制を整備し、産学官連
携による研究開発事業に支援を行うことにより、長
野県の活力あるものづくり産業の振興を図ります。

(財)長野県テクノ財団に対する支援

　工業技術総合センター内に「地域資源製品開発
支援センター（仮称）」を設置し、中小企業が行う
地域資源を活用した商品開発を企画の段階から
一貫して支援します。

851万8千円 

1847万7千円 

851万8千円 

事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

財
政
課
長

要
求

要求と査定経過

9476万8千円 

9476万8千円 

9995万6千円 

要求に対する査定内容

　支援対象となる企業数や商品開発塾の
講座数等を精査しました。

　産学官共同研究補助金の補助金額や
審査会開催経費を精査しました。

総
務
部
長

579万3千円 
　特産農産物を利用した機能性食品に
係る研究経費を精査しました。

579万3千円 

728万7千円 

地域資源製品開発支援セン
ター事業費

食品産業ステージアップ推進
事業費

知的クラスター創成事業(第Ⅱ期)に対する支
援

　県内の主要な産業の一つである食品産業に対し
て、市場ニーズに対応した機能性食品等高付加
価値商品の開発、製造を行うための支援を行いま
す。

工業技術総合センター食品技術部門におい
て県内特産農産物を使用した機能性食品の
開発を推進

　　地域資源製品開発支援センター（仮称）の
設置
デザイナー等の専門家による相談・助言
新商品開発塾の開催

産学官共同研究開発に対する補助

食品業界に対して産学官連携等の共同研究
を支援するコーディネーターを設置

新
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事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容

6639万1千円 

ビジネス誘発課
 FAX 026-235-7496 ・
 E-mail business@pref.nagano.jp

ものづくり振興課
 FAX 026-235-7197 ［　5205万7千円］
 E-mail mono@pref.nagano.jp

13億563万5千円 

・

・
・

ビジネス誘発課 ・
 FAX 026-235-7496 ［　16億1893万8千円］
 E-mail business@pref.nagano.jp

4億6581万4千円 

ものづくり振興課
 FAX 026-235-7197 ［　4億248万8千円］
 E-mail mono@pref.nagano.jp

総
務
部
長

6639万1千円 
　事業の効率的な実施を図るため、マー
ケティング推進員の人員及び配置等につ
いて精査しました。

財
政
課
長

要
求 7678万6千円 

6639万1千円 

　企業誘致広報事業の印刷代等経費を
精査しました。

財
政
課
長

13億563万5千円 

総
務
部
長

13億582万8千円 

13億563万5千円 

総
務
部
長

4億6581万4千円 
　機器の保守管理に要する経費等を精
査しました。

財
政
課
長

4億6581万4千円 

要
求

4億8161万5千円 

要
求

企業誘致強化推進事業費

工業技術総合センター事業費

マーケティング支援センター事
業費

　雇用の確保及び地域経済の活性化を図るため、
企業誘致を強力に推進します。

産業立地推進役等による企業誘致活動の推
進
ものづくり産業応援助成金の交付
県営産業団地の下水道整備の推進
PR媒体の製作・情報発信

　県内企業の技術競争力の強化を支援するため、
工業技術総合センターによる依頼試験、技術相
談、巡回技術指導、受託研究、共同研究等の事
業を実施します。

　　マーケティング支援センター（仮称）の設置

　（財）長野県中小企業振興センター内に、販路開
拓や取引促進等を専門に行う「マーケティング支
援センター（仮称）」を設置し、県内中小企業の
マーケティング力強化を総合的に支援します。

新
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事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容

7897万3千円 

ものづくり振興課
 FAX 026-235-7197 ［　1億6281万6千円］
 E-mail mono@pref.nagano.jp

中小企業融資制度資金 615億7469万8千円 

ビジネス誘発課
 FAX 026-235-7496 ［　602億7313万9千円］ ・ 融資目標額 980億円
 E-mail business@pref.nagano.jp

893万円 

・ 事業主体　(財)長野県中小企業振興センター

ビジネス誘発課
 FAX 026-235-7496 ［　1331万4千円］
 E-mail business@pref.nagano.jp

7897万3千円 
　依頼試験の利用状況等優先性を検討
し、対象機器を精査しました。

財
政
課
長

7897万3千円 

総
務
部
長

9595万1千円 

615億7469万8千円 

総
務
部
長

615億7469万8千円 
　要求どおり

財
政
課
長

要
求

615億7469万8千円 

893万円 
　要求どおり

総
務
部
長

要
求

要
求 893万円 

地域中小企業育成プロジェクト
事業費

893万円 

財
政
課
長

工業技術総合センター設備拡
充強化事業費

　また、地域資源を活用する事業や建物の耐震化
に取り組む中小企業者を支援する資金、原油・原
材料の高騰により影響を受ける中小企業者を支援
する資金を拡充します。

　独自の技術や経営ノウハウを持つなど、きらりと
光る元気な中小企業を地域の中核企業へと育成
するため、各種専門家からなるプロジェクトチーム
が集中的に支援します。

　県内企業の技術力高度化・国際競争力の強化
を推進し、成長が見込まれる産業分野への進出や
新たな事業化を支援するため、高機能・高精度な
分析評価機器を導入し、依頼試験・施設利用・先
導的研究開発等の支援体制を強化します。

　金融機関、長野県信用保証協会等と協調し、中
小企業者に低利な資金をあっせんするとともに、
信用保証料の一部を補助します。

保

保
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事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容

3397万9千円 

・ 事業主体　商工会議所・商工会

ビジネス誘発課
 FAX 026-235-7496 ［　4168万8千円］
 E-mail business@pref.nagano.jp

25億3050万2千円 

産業政策課
 FAX 026-235-7496 ［　25億9574万6千円］
 E-mail sansei@pref.nagano.jp

1億9421万7千円 

産業政策課
 FAX 026-235-7496 ［　1億9818万2千円］
 E-mail sansei@pref.nagano.jp

　要求どおり
総
務
部
長

財
政
課
長

25億3050万2千円 

3397万9千円 

総
務
部
長

財
政
課
長

要
求

25億3050万2千円 

3397万9千円 

3397万9千円 

　要求どおり

1億9421万7千円 

要
求

25億3050万2千円 

　要求どおり

財
政
課
長

1億9421万7千円 

総
務
部
長

要
求

1億9421万7千円 

中小企業連携組織支援事業
費

チャレンジ起業相談室事業費

小規模事業経営支援事業費

　創業予定者や創業間もない中小企業の身近な相
談窓口として、「チャレンジ起業相談室」を設置し、専
任コーディネーターがきめ細やかな支援を行いま
す。

　商工団体の機能強化と小規模企業支援策の改
革をスムーズに推進し、商工団体の総合的なレベ
ルアップをとおして、小規模事業者の改善・発達を
支援します。

　中小企業の経営基盤の強化を図るため、中小企
業による連携組織の育成及び運営を支援します。
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事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容

7662万5千円 

・

雇用・人材育成課
 FAX 026-235-7328 ［　7690万6千円］
 E-mail koyo@pref.nagano.jp

13億3670万6千円 

雇用・人材育成課
 FAX 026-235-7328 ［　13億5608万1千円］
 E-mail koyo@pref.nagano.jp

911万5千円 

産業政策課
 FAX 026-235-7496 ［　480万円］
 E-mail sansei@pref.nagano.jp

総
務
部
長

7662万5千円 
　産業人材育成支援センターの設置に
係る経費や人材育成講座に係る経費を
精査しました。

要
求 8877万9千円 

財
政
課
長

7662万5千円 

13億3670万6千円 
　設備整備について、緊急性、優先性等
を勘案し事業費を精査するとともに、職業
能力開発推進員の配置人員を見直すな
ど経費を精査しました。

財
政
課
長

13億3670万6千円 

総
務
部
長

　中心市街地再生支援事業における県、
市町村、関係団体の役割分担を踏まえ、
地域が主体となった取組を促す仕組み
に見直しました。

総
務
部
長

911万5千円 

13億5593万8千円 

911万5千円 

産業人材育成支援センター事
業費

要
求 986万円 

要
求

財
政
課
長

工科短期大学校・技術専門校
運営事業費

中心市街地・商業総合支援事
業費

　地域の人々の拠（よりどころ）である中心市街地
や商業機能の再生のために、地域の人々が一丸
となった取組に対し支援します。

　新規学卒者・離転職者等に対して、就業に必要
な技能・知識を習得するための職業訓練を実施し
ます。

　「長野県産業人材育成支援センター（仮称）」を
設置し、中小企業等の人材育成・確保及びキャリ
ア形成を支援します。

　　産業人材育成支援センター（仮称）の設置

保

保

新
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事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容

5166万2千円 

雇用・人材育成課
 FAX 026-235-7328 ［　5786万6千円］
 E-mail koyo@pref.nagano.jp

7843万円 

雇用・人材育成課
 FAX 026-235-7328 ［　9214万6千円］
 E-mail koyo@pref.nagano.jp

662万9千円 

雇用・人材育成課
 FAX 026-235-7328 ［　548万6千円］
 E-mail koyo@pref.nagano.jp

　関係機関との連携を強化することによ
り、若年者就業支援アドバイザー等の配
置人員を見直し、経費を精査しました。

5166万2千円 

5166万2千円 

5447万1千円 

8098万7千円 

　求人開拓員の配置について、地域にお
ける支援体制を考慮し、配置人員を精査
しました。

要
求

総
務
部
長

財
政
課
長

総
務
部
長

7843万円 

7843万円 

要
求

財
政
課
長

総
務
部
長

662万9千円 

財
政
課
長

662万9千円 

　補助対象事業における会場使用料や
旅費等の経費を精査しました。

要
求 744万8千円 

シルバー人材センター支援事
業費

障害者就業支援事業費
　障害者の雇用の拡大を図るため、きめ細やかな
職業相談等により就業支援を行うとともに、職業能
力開発の機会を拡大するため、障害者の能力・適
性などに応じた多様な訓練をＮＰO法人や民間教
育訓練機関等へ委託し、就業支援の拡充を図りま
す。

　高年齢者の活力ある地域社会づくりを促進する
ため、(社)長野県シルバー人材センター連合会が
行う事業運営を支援します。

ジョブカフェ信州運営事業費
　若年者に対する就業意識形成等を目的とした
キャリア・コンサルティング、職業や職業能力開発
などに関する情報提供や職業紹介までの支援を
ワンストップで提供するセンターを運営し若年者就
業の促進を図ります。
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事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過 要求に対する査定内容

ジョブIターン事業費 855万8千円 

雇用・人材育成課
 FAX 026-235-7328 ［　972万6千円］
 E-mail koyo@pref.nagano.jp

総
務
部
長

855万8千円 

財
政
課
長

855万8千円 

　東京事務所にIターン相談室を設置し、専門の相
談員を配置して相談に応じるとともに、Iターン登録
者に対して長野県内の就職情報等の提供を行い
ます。
　また、「休日相談会」や「個別企業ガイダンス」を
首都圏などで開催します。

要
求 880万9千円 

　Ｉターンに関する周知用パンフレットの
作成経費等を精査しました。
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部　局　名：　観　光　部

観光地景観対策研究費 70万3千円 

・
観光企画課 ・
 FAX 026-235-7257 [　0円]
 E-mail kankoki@pref.nagano.jp

3579万5千円 

・
・

観光振興課 [　0円] ・
 FAX 026-235-7257 ・
 E-mail kankoshin@pref.nagano.jp ・ 「信州・天地人」のＰＲ

要
求 4095万円 

観光地の良好な景観の保持、育成に係る施
策の検討

　信州キャンペーンの「環境と健康」というテーマを
継承し、長野県の特性を生かした旅行商品づくり
やプロモーションなどにより、訪れたお客様に「もう
１か所」「もう１泊」と思われるような新たな旅の魅力
を創造、発信します。

信州"道楽"周遊事業

旅行商品コンテンツの開発

「信州道楽」誘客促進事業費

3579万5千円 

　コンテンツ開発に係る旅費、プロモー
ションのためのパンフレット印刷費等を精
査しました。

要
求

要求と査定経過

総
務
部
長

事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

事　　　業　　　内　　　容

　観光地の景観対策に係る研究会を設置して、解
体撤去されずに残されている廃屋など、観光地の
景観に悪影響を及ぼしている事例の解決方法を
検討し、観光地の良好な景観の保持、育成を推進
します。

廃屋等の解体撤去に係る施策の検討

財
政
課
長

信州エコ"泊"覧会の実施
プロモーションの展開

要求に対する査定内容

3579万5千円 

　研究会の開催回数、報告書の印刷費
等を精査しました。

70万3千円 

70万3千円 

144万3千円 

総
務
部
長

財
政
課
長

新

新

保

保
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要求と査定経過事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容

580万9千円 

[　0円] ・
・

観光振興課
 FAX 026-235-7257 ・
 E-mail kankoshin@pref.nagano.jp

417万円 

　

・
観光振興課
 FAX 026-235-7257 ［　163万4千円］ ・
 E-mail kankoshin@pref.nagano.jp

248万4千円 

・
・

観光企画課 ・
 FAX 026-235-7257 [　0円]
 E-mail kankoki@pref.nagano.jp

631万4千円 

観光事業者向け経営支援パンフレットの作成

総
務
部
長

580万9千円 

おいしさ三つ星の誕生会（しなの食大学成果
発表会）の開催
おいしいもの発信を具体化する取組への支援

観光事業経営者向け研修講座の実施

分野別カリキュラム研修会の開催

　県内各地で取り組まれている地域の旬の食材を
活用するなど、地産地消を推進し、訪れたお客様
に注目される地域色豊かで多彩な信州の食文化
の魅力向上を図るとともに、メディアへの情報発信
を行います。
　また、伝統料理や地域の食材を使ったメニューを
組み込んだ旅行商品づくりを支援します。

観光事業者経営力強化支援
事業費

　観光事業者の経営力強化のため、研修を通じた
人材育成や経営支援のための情報提供の充実な
どに取り組み、観光産業の持続的発展をめざしま
す。

経営力強化支援のための検討委員会の設置

信州「食」の魅力向上事業費

ホスピタリティ向上事業費
　観光産業従事者をはじめ、地域のホスピタリティ
の底上げと向上を図るための講座や、地域課題や
時代の要請等からレベルアップが必要な分野を対
象とした研修会等を開催し、訪れたお客様の満足
度を向上させ、リピーターの増加を図ります。

信州「食」の魅力向上講座の開催

信州おもてなしカレッジ（宿泊事業者向け講
座）の開催

要
求

財
政
課
長

要
求

総
務
部
長

417万円 
　講座、研修会の会場数や講師謝金等
について精査しました。
　また、サービス水準の向上に意欲的な
宿泊施設への支援について要求がありま
したが、他の支援制度の活用を図ることと
しました。

財
政
課
長

要
求 886万円 

総
務
部
長

580万9千円 
　食の魅力向上のための講座等の会場
使用料の単価を見直すとともに、テキスト
の印刷費等を精査しました。

417万円 

財
政
課
長

248万4千円 
　観光事業者の経営力強化支援に係る
検討委員会の開催回数、経営支援パン
フレットの印刷費等を精査しました。

248万4千円 

329万3千円 

新

新
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要求と査定経過事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容

3201万3千円 

・
・

観光振興課 ・
 FAX 026-235-7257 [　0円]
 E-mail kankoshin@pref.nagano.jp ・

5259万8千円 

・
・

観光振興課
 FAX 026-235-7257 ［　1450万円］
 E-mail kankoshin@pref.nagano.jp

441万9千円 

・
・

観光振興課
 FAX 026-235-7257 ［　500万7千円］
 E-mail kankoshin@pref.nagano.jp

観光振興アドバイザーの派遣

　信州の冬の最大の魅力となるスキー振興に加
え、新たな冬の信州の楽しみ方をトータルで提案
し、冬の信州への誘客を図ります。

スノーリゾート研修会の開催

都市圏住民に対する長野県での田舎暮らし
のＰＲ

田舎暮らし「楽園信州」創造事
業費

　長野県での“田舎暮らし”を希望する団塊の世代
をはじめとする多くの都市圏生活者を、官民が一
体となって長野県に誘引し、地域の活性化と全国
の長野県ファンの拡大を図ります。

　「田舎暮らし案内人」の配置

具体的施策に対する市町村への補助

温泉地・スキー場地区再生モ
デル事業費

スノーリゾート信州構築事業費

　地域の観光事業者、関係団体及び地域住民と
連携・協働して意欲的に温泉地やスキー場地区の
再生に取り組む市町村を支援し、温泉宿泊者やス
キー場利用者の増加を図ります。

スキー振興のための研究会の設置

スノーリゾート信州を具体化する取組への支
援

財
政
課
長

スノーリゾート信州に関するプロモーションの
展開

総
務
部
長

3201万3千円 
　スキー振興のための研究会に係る旅費
等について精査しました。

3201万3千円 

総
務
部
長

5259万8千円 

要
求 3265万8千円 

　平成19年度の事業の進捗度合を勘案
し、市町村を支援するための補助金につ
いて精査しました。

財
政
課
長

5259万8千円 

要
求 7509万8千円 

総
務
部
長

441万9千円 
　要求どおり

441万9千円 

財
政
課
長

要
求 441万9千円 

新

保

保

50



要求と査定経過事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容

264万4千円 

・
・

観光企画課
 FAX 026-235-7257 [　0円]
 E-mail kankoki@pref.nagano.jp

3833万2千円 

・
・

観光振興課 [　0円] ・
 FAX 026-235-7257
 E-mail kankoshin@pref.nagano.jp

866万6千円 

観光振興課
 FAX 026-235-7257 [　0円]
 E-mail kankoshin@pref.nagano.jp

エリア10観光振興プロジェクト
事業費

外国人旅行者向け観光案内所の機能充実な
どに関する「長野県版行動計画」の策定と普
及

　長野県の四季折々の魅力、旬な観光情報、イベ
ント情報等を盛り込んだシーズンマガジンを年４回
発行し、長野県への旅行のより具体的な動機づけ
を図り、誘客を促進します。

　県内地方事務所の10エリアごとに、市町村、観
光関連団体、観光事業者など関係者が協議する
場を設け、各関係者が連携し、地域特性を生かし
て取り組む観光振興を推進します。

地域振興アドバイザーバンクの設置

　諸外国・地域の特性に応じた戦略的な誘客活動
を展開し、長野県を訪れる外国人旅行者数の増
加を図ります。
　また、外国人旅行者の皆様が県内での滞在を十
分満喫でき、観光地の正確な情報を入手できるよ
う、受入基盤の整備を進めます。

戦略的な外国人旅行者の誘致推進
外国語サイトの改訂

エリア別観光戦略会議の設置

財
政
課
長

総
務
部
長

264万4千円 
　市町村、観光関連団体、観光事業者な
ど関係者が協議する際の旅費について
精査しました。

要
求 357万1千円 

264万4千円 

　誘客活動や受入基盤の整備に係る旅
費、「長野県版行動計画」の報告書印刷
費等について精査しました。

外国人旅行者戦略的誘致推
進事業費

財
政
課
長

3833万2千円 

総
務
部
長

3833万2千円 

要
求 4087万9千円 

総
務
部
長

866万6千円 
　要求どおり

シーズンマガジン発行事業費

財
政
課
長

866万6千円 

要
求 866万6千円 

新

新

新
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部　局　名：　農　政　部

環境にやさしい農業総合対策 2109万5千円 
事業費

・ 事業主体 県、生産者団体等
農業技術課 ・ 補助率 1/2以内
 FAX 026-235-8392 ［　4482万1千円］
 E-mail nogi@pref.nagano.jp

農地・水・環境保全向上対策 1億5068万5千円 
事業費

農業技術課
 FAX 026-235-8392 ・
 E-mail nogi@pref.nagano.jp
農村振興課 ・ 負担割合 　国1/2、県1/4、市町村1/4　ほか
 FAX 026-235-7483 ［　1億2347万9千円］
 E-mail noson@pref.nagano.jp

野生鳥獣被害総合対策事業費 7391万2千円 

農業技術課
 FAX 026-235-8392 ・ 事業主体 　県、市町村等
 E-mail nogi@pref.nagano.jp ・ 補助率 1/2以内
農村振興課
 FAX 026-235-7483 ［　5087万5千円］
 E-mail noson@pref.nagano.jp

　環境と調和のとれた農業を促進するため、エコ
ファーマーや環境にやさしい農産物表示認証の
拡大を図るとともに、天敵利用など環境に負荷を
与えない様々な技術を総合的に組み合わせた病
害虫管理等に取り組む生産者を支援します。

事業主体 長野県農地・水・環境保全向上
対策協議会、活動組織、市町村

2785万4千円 

総
務
部
長

要
求

　体制整備に係る経費及び補助対象とな
る事業を精査しました。

7391万2千円 

2109万5千円 

1億5277万円 

要求に対する査定内容

　補助対象とする事業や、研修会に要す
る経費を精査しました。

2109万5千円 

事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

財
政
課
長

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容

財
政
課
長

総
務
部
長

要
求

　農村地域の環境を保全するため、地域ぐるみで
行う農道や用水路等の適正な保全管理を行う共
同活動と農業者ぐるみで行う環境負荷を低減する
営農活動を支援します。

1億5068万5千円 

1億5068万5千円 
　営農活動支援交付金の対象となる活動
組織の件数を精査しました。

1億1173万8千円 
要
求

　野生鳥獣による農作物被害を防止するため、防
護柵の設置、家畜放牧による緩衝帯整備等地域
ぐるみの総合的被害対策を支援するとともに、被
害地域への指導・助言体制を整備します。

総
務
部
長

7391万2千円 

財
政
課
長
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要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容

19億2656万5千円 

・ 事業主体 協定締結集落、市町村
・ 負担割合 　国1/2　県1/4　市町村1/4　ほか

農村振興課
 FAX 026-235-7483 ［　19億3187万4千円］
 E-mail noson@pref.nagano.jp

県産農産物消費拡大・販売 1117万7千円 
促進事業費

農業政策課
 FAX 026-235-7393 ［　1060万5千円］
 E-mail nosei@pref.nagano.jp

農業農村ビジネス推進事業費 251万6千円 

農業政策課 ・ 事業主体　　県、生産者団体等
 FAX 026-235-7393 [　0円] ・ 補助率　　　　1/2以内
 E-mail nosei@pref.nagano.jp

　中山間地域において、耕作放棄地の発生を防
止し、農業・農村の持つ多面的機能を確保するた
め、集落の話し合いに基づく将来に向けた積極的
な農業生産活動を支援します。

　県産農畜産物の魅力をＰＲし、新たな販路を拡
大するため、大都市でのマーケティングやトップ
セールスなどを実施するとともに、農産物輸出や
地産地消を推進します。

　消費者の価値観の変化やニーズの多様化など
に対応し、収益性の高い農業を展開するため、セ
ミナーの開催や事業化支援などを通じ、第１次産
業（生産）、第２次産業（加工）、第３次産業（観光・
販売）が相互に連携した「第６次産業」化の推進や
企業感覚を有する経営体を育成します。

要
求 411万6千円 

　補助対象となる事業や件数を精査しま
した。

1255万8千円 

251万6千円 

251万6千円 

　産地商談会やトップセールス等の実施
に要する経費を精査しました。

1117万7千円 

総
務
部
長

1117万7千円 

財
政
課
長

要
求

総
務
部
長

財
政
課
長

総
務
部
長

19億2656万5千円 
　平成19年度の事業実施状況を踏まえ、
事業費を精査しました。中山間地域農業直接支払事

業費

財
政
課
長

19億2656万5千円 

要
求

19億3178万9千円 

保

保

保

保

新
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要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容

水田農業経営確立推進指導事 4852万2千円 
業費

・ 事業主体 　市町村
・ 補助率 定額

農業技術課
 FAX 026-235-8392 ［　5392万円］
 E-mail nogi@pref.nagano.jp

105万5千円 

農業技術課
 FAX 026-235-8392 ［　140万円］
 E-mail nogi@pref.nagano.jp

強い園芸産地育成事業費 5000万円 

・ 事業主体 生産者団体等
・ 補助率 1/2以内

園芸特産課
 FAX 026-235-7481 ［　5195万5千円］
 E-mail entoku@pref.nagano.jp

　県が開発した農産物の品種や技術を保護し、活
用することによって信州産農産物の競争力を高
め、ブランド化を図ります。

　需要に応じた米づくりと、地域の実情や特性を活
かした生産調整方法・産地づくり対策への円滑な
移行を進めるため、市町村が行う米の生産数量目
標の算定及び確認等の事務を支援します。

4852万2千円 

4852万2千円 

　要求どおり

105万5千円 
　研究会や印刷等に係る経費を精査しま
した。

105万5千円 

要
求 5000万円 

185万9千円 

信州ブランド農産物を創る知
的財産活性化事業費

総
務
部
長

総
務
部
長

財
政
課
長

財
政
課
長

要
求

財
政
課
長

総
務
部
長

　要求どおり

要
求 4852万2千円 

5000万円 

　競争力の高い園芸産地を育成するため、県オリ
ジナル品種等の種苗導入や施設・機械等の整備
を支援します。

5000万円 
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要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容

きのこ農業緊急支援対策事業 4410万9千円 
費

園芸特産課
 FAX 026-235-7481
 E-mail entoku@pref.nagano.jp ・ 事業主体 生産者団体、(財)長野県野菜生　
農村振興課 産安定基金協会等
 FAX 026-235-7483 ［　4429万6千円］ ・ 補助率 1/2以内、定額
 E-mail noson@pref.nagano.jp

野菜等価格安定対策事業費 3億9518万6千円 
　・特産花き生産出荷安定資金造成事業

　・野菜価格安定対策事業

・ 事業主体 (財)長野県野菜生産安定基金協
会

・ 補助率 定額
園芸特産課
 FAX 026-235-7481 ［　6億4739万5千円］
 E-mail entoku@pref.nagano.jp

新乳肉複合経営システム構築 168万5千円 
事業費

畜産課
 FAX 026-232-0764 [　0円]
 E-mail chikusan@pref.nagano.jp

　きのこ生産農家の経営安定を図るため、経営診
断の実施、新たな販路開拓、きのこの新品目や複
合作物の導入、生産安定資金造成などへの支
援、並びに営農負債の借換えに対する利子助成
を行います。

　農家の経営安定と農作物の安定供給を図るた
め、価格低落時に価格差補給交付金を交付する
ための資金造成等を支援します。

4410万9千円 

総
務
部
長

財
政
課
長

要
求 200万3千円 

財
政
課
長

要
求

要
求 4483万5千円 

168万5千円 

3億9518万6千円 

5億1255万3千円 

3億9518万6千円 

　平成20年度における資金造成額が確
定したため、所要額を計上しました。

総
務
部
長

4410万9千円 
　緊急度のより高い事業から実施すること
とし、補助対象事業等を精査しました。

　酪農経営の収益性を高めるために、受精卵移植
技術を活用し、高能力乳用後継牛の効率的生産
と黒毛和種の子牛を生産する新しい乳肉複合経
営システムを構築します。

　研修会等に係る経費を精査しました。

財
政
課
長

168万5千円 

総
務
部
長

新
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要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容

新規就農者支援事業費 3238万2千円 

農村振興課
 FAX 026-235-7483 ［　3777万6千円］
 E-mail noson@pref.nagano.jp

2300万円 

・ 事業主体 集落営農をめざす組織
・ 補助率 1/2以内

農村振興課
 FAX 026-235-7483 ［　2600万円］
 E-mail noson@pref.nagano.jp

長野県原産地呼称管理制度 1161万3千円 
運営事業費

農業政策課
 FAX 026-235-7393 ［　1382万2千円］
 E-mail nosei@pref.nagano.jp

　中山間地域における地域農業の維持を図るた
め、集落営農組織の育成活動や農業機械・施設
等の整備を支援します。

　信州農産物のブランド化を図るために創設した
長野県原産地呼称管理制度における認定品審査
や広く制度を周知するためのＰＲを実施します。

　農業後継者、新規参入者、団塊の世代からの定
年帰農者等多様な新規就農者を確保、育成する
ため、就農相談活動や農業体験研修の実施、新
規就農里親制度による実践的な技術研修などに
より、円滑な就農を支援するとともに、地域におい
て関係機関・団体が一体となって行う就農促進活
動を進めます。

　制度運営に要する経費を精査しまし
た。

総
務
部
長

2300万円 

総
務
部
長

3238万2千円 
　平成19年度までの事業実施状況を踏ま
え、補助対象金額や就農支援に要する
経費を精査しました。

3238万2千円 

3506万5千円 
要
求

財
政
課
長

2600万円 

2300万円 

中山間集落営農づくり支援事
業費

財
政
課
長

総
務
部
長

要
求

1231万9千円 
要
求

財
政
課
長

1161万3千円 

1161万3千円 

　平成19年度の事業実施状況を踏まえ、
集落営農組織の育成に係る補助対象金
額を精査しました。
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要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容

信州オリジナル食材ブランド化 241万2千円 
推進事業費

　　　
農業政策課     
 FAX 026-235-7393 ［　453万7千円］
 E-mail nosei@pref.nagano.jp

    

「信州のおいしい牛肉」認定事 385万4千円 
業費

畜産課
 FAX 026-232-0764 [　0円]
 E-mail chikusan@pref.nagano.jp

農村活性化支援事業費 4億5645万円 
(一部再掲)

農村振興課
 FAX 026-235-7483 ［　4億1565万円］ ・ 事業主体 　市町村、農協、団体等
 E-mail noson@pref.nagano.jp ・ 交付率 1/2以内

  農山村の活性化を図るため、地域の特性を活か
した多様な産業振興、都市・農村交流を推進する
活動やその拠点施設の整備を支援します。
　遊休農地解消のための推進活動や遊休農地の
農業上の利用、多面的機能の増進など地域の実
情に応じた解消・活用に向けた取り組みを支援し
ます。

　県が開発・認定した優れた食材のＰＲとブランド
化を推進するため、取扱店舗の登録と情報発信を
行うとともに、有名料理店等への売り込みを行いま
す。

　信州産の牛肉のおいしさを客観的に判断できる
認定基準と認定名称を設定し、この基準に適合し
た牛肉を個体毎に認定することにより、県内のホテ
ル・旅館・飲食店などにおける信州産牛肉の利用
を促進します。

財
政
課
長

241万2千円 

総
務
部
長

241万2千円 

　認定名称設定委員会に要する経費を
精査しました。

　オリジナル食材のプロモーションに要す
る経費を精査しました。

4億5988万4千円 

総
務
部
長

要
求

4億5645万円 

要
求

総
務
部
長

要
求 441万3千円 

財
政
課
長

385万4千円 

385万4千円 

272万7千円 

4億5645万円 

財
政
課
長

　より効果の高い事業から実施することと
し、補助対象事業等を精査しました。

山村等振興対策事業
都市農村交流対策事業
やすらぎ空間整備事業
遊休農地活用総合対策事業

保

新
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要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容

公共事業費
111億5332万5千円 

農地整備課
 FAX 026-233-4069 ［　113億3443万9千円］

 E-mail nochi@pref.nagano.jp

県単独事業費
3億7442万円 

農地整備課
 FAX 026-233-4069 ［　4億4850万円］
 E-mail nochi@pref.nagano.jp

県単独事業費

財
政
課
長

総
務
部
長

区　　分 予　算　額
農 道 2億3042万円

計

要
求

111億4545万6千円 

3億7442万円 

要
求 3億7442万円 

3億7442万円 

　要求どおり

　土地改良事業の進捗を図るため、所要
額を増額しました。

公共事業費

財
政
課
長

111億4545万6千円 

総
務
部
長

111億4545万6千円 

区　　分 予　算　額
生 産 基 盤 40億3856万4千円
農 道 19億3699万6千円
農 村 整 備 34億9184万7千円
防 災 16億8591万8千円

計 111億5332万5千円

3億7442万円

緊急農地防災 9080万円
農業農村整備 5320万円

保

保

保

保
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部　局　名：　林　務　部

信州の森林づくり事業補助金 27億852万2千円 
（公共・県単独　再掲）

 

・ 事業主体 森林所有者、森林組合、
ＮＰＯ法人等

・ 補助率 公共　7/10以内
県単　5/10以内

森林整備課 ※

FAX　026-234-0330 ［　24億5720万3千円］
E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

公的森林整備事業補助金 1億987万円 
（公共　再掲）

　

 ・ 事業主体 市町村
森林整備課 ・ 補助率 8.4/10以内
FAX　026-234-0330 ［　1億112万円］
E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

　

　要求どおり

　「信州の森林づくりアクションプラン」に基づき、喫
緊の課題である間伐を計画的に進めるため、森林
所有者等が行う森林整備のための経費に助成し
ます。

　「長野県ふるさとの森林づくり条例」に基づき指
定された「森林整備保全重点地域」等において、
県と市町村が連携して、所有者負担を伴わずに間
伐等の森林整備を実施するための経費に対して
助成します。

総
務
部
長

財
政
課
長

なお、森林整備事業としては、この他に森林づくり県民
税活用事業や治山事業及び県営林事業の一部を加え
て、49億3779万3千円の予算計上となっており、
20,000ha（平成19年度2月補正前倒分含む）の間伐を
実施します。

総
務
部
長

1億987万円 

事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成19年度予算額]
事　　　業　　　内　　　容

財
政
課
長

要求と査定経過

27億852万2千円 

27億852万2千円 

要
求 1億987万円 

1億987万円 

要
求

27億852万2千円 

要求に対する査定内容

　要求どおり
保

保

保

保
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事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成19年度予算額]
事　　　業　　　内　　　容 要求と査定経過 要求に対する査定内容

1億9097万4千円 

（公共　再掲）

森林整備課
FAX　026-234-0330 ［　1億8990万4千円］
E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

4億432万5千円 

（公共・県単独　再掲）

（森林づくり県民税活用事業）

・ 事業主体 市町村等
 ・ 補助率 9/10以内
森林整備課
FAX　026-234-0330 [　0円]
E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

3000万円 

（森林づくり県民税活用事業）

林業振興課 ・ 交付対象 自治会組織、山林委員会等
FAX　026-235-7364 [　0円]
E-mail　ringyo@pref.nagano.jp

流域管理森林（もり）と水特別
対策事業費

総
務
部
長

総
務
部
長

3000万円 

3000万円 

要
求

3000万円 

財
政
課
長

1億9097万4千円 

　要求どおり

　小規模個人有林や不在村の森林所有者が多く
荒廃が進んでいる里山、特に集落周辺林における
間伐等の森林整備（2,000ｈａ）のための経費に対
して助成します。

4億432万5千円 

　浅川、砥川、薄川などの重要流域の森林整備を
着実に進めるために、県が事業主体となり造林事
業及び治山事業を一体的・集中的に実施し、針広
混交林化に向けた整備を進めます。

要
求

1億9097万4千円 

総
務
部
長

1億9097万4千円 

地域で進める里山集約化事業
交付金

要
求

　里山の小規模個人有林、不在村者所有林等の
森林整備を進めるため、区、集落などの地域が主
体となった周辺の里山の森林整備の計画づくりや
計画区域内の森林所有者からの施業同意を得る
などの条件整備のための活動に対して助成しま
す。

財
政
課
長

　要求どおり

みんなで支える里山整備事業
補助金

財
政
課
長

4億432万5千円 

4億432万5千円 
　要求どおり

保

保

新

保

保

新

保

保
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事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成19年度予算額]
事　　　業　　　内　　　容 要求と査定経過 要求に対する査定内容

552万8千円 

（森林づくり県民税活用事業）

林業振興課
FAX　026-235-7364 [　0円] 　 　 　
E-mail　ringyo@pref.nagano.jp 　 　 　

森林づくり推進支援金 1億円 
（森林づくり県民税活用事業）

・ 交付対象 市町村
森林政策課
FAX　026-234-0330 [　0円]
E-mail rinsei@pref.nagano.jp

2420万6千円 

（森林づくり県民税活用事業）

 　　　 　
森林政策課 　　　 　
FAX　026-234-0330 [　0円]
E-mail rinsei@pref.nagano.jp

2500万円 

みんなで支える森林づくり推進
事業費

財
政
課
長

2420万6千円 

　森林づくりに向けた新たな制度（税、基金）や、そ
れを活用した森林づくりの取組内容について、県
民や企業、さらには県外に対し、周知や意識の醸
成を図るとともに、新たな「県民参加の森林づくり」
などを推進するための取組を進めます。

総
務
部
長

2420万6千円 

1億円 

要
求 1億円 

1億円 

総
務
部
長

　要求どおり

　県外企業等に対する広報活動につい
て、経費を精査しました。

要
求

　地域における住民の意向や実情に精通している
市町村との連携により、きめ細かな森林づくり活動
の取り組みを支援するため、市町村が独自性と創
意工夫により事業展開するための経費に対して支
援します。

財
政
課
長

総
務
部
長

552万8千円 

600万円 

552万8千円 

　積算単価を見直し、経費を精査しまし
た。

要
求

　森林整備に意欲的な事業体が、里山の小規模
個人有林等の取りまとめや団地化、施業の集約
化、高性能林業機械等による生産・流通コストの縮
減を行える施業プランナーやオペレーターを育成
する経費に対して助成し、林業再生のための優良
事例を地域に波及させ、里山における低コスト間
伐材の搬出を図ります。

高度間伐技術者集団育成事
業費

財
政
課
長

新

保保
新

保

保

新

保

保

保
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事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成19年度予算額]
事　　　業　　　内　　　容 要求と査定経過 要求に対する査定内容

木育推進事業費 700万円 
（森林づくり県民税活用事業）

 

 　　　 　
信州の木活用課 　 　 　
FAX　026-235-7364 [　0円]
E-mail　wood-use@pref.nagano.jp

6261万9千円 

・
　

信州の木活用課 ・ 県産材製学校用机・椅子の導入
FAX　026-235-7364
E-mail　wood-use@pref.nagano.jp ［　1億6721万5千円］ 　 　
　

1210万円 

・ 事業主体 　市町村等
信州の木活用課 ・ 補助率　　　 1/2、定額
FAX　026-235-7364 ［　3756万円］
E-mail　wood-use@pref.nagano.jp

1520万円 
要
求

　ペレットストーブについて市町村が個人
向けに行う事業への助成については、モ
デル的な事業であることから、平成19年
度と同水準の予算額としました。

森のエネルギー推進事業補助
金

財
政
課
長

1210万円 

総
務
部
長

1210万円 

要
求 6610万9千円 

　国庫補助の動向を踏まえ、事業費を見
直しました。

財
政
課
長

木の香る環境づくり総合推進
事業費

財
政
課
長

6261万9千円 

総
務
部
長

6261万9千円 

　次世代を担う子供達や地域住民が里山及び地
域材に目を向け、森林づくりへの理解と協力を得
るため、地域材を利用した施設・設備等の整備を
行う活動を推進します。

要
求

　市町村の公共施設等に信州の木を利用すること
により、温もりのある生活環境を創り出すとともに、
県民の皆さんに信州の木への理解を深めていた
だき、県産材の利用を促進します。

　要求どおり

展示効果やシンボル性の高い木造公共施設
の整備

700万円 

700万円 

総
務
部
長

700万円 

　脱温暖化・循環型社会を構築するため、市町村
が行うペレットストーブ・ボイラーの導入や個人向
けに行う助成事業に要する経費に対して助成し、
森林資源の有効活用と新たな産業の創出による
地域の活性化を図ります。

保

保

新
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事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成19年度予算額]
事　　　業　　　内　　　容 要求と査定経過 要求に対する査定内容

2億1843万8千円 

森林整備課
FAX　026-234-0330 ［　2億2664万3千円］
E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

7603万9千円 

森林整備課
FAX　026-234-0330 ［　4687万3千円］
E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

888万9千円 

・ 事業主体 　市町村等
・ 補助率　　　 1/2

森林整備課
FAX　026-234-0330 ［　244万円］
E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

要
求 1523万9千円 

　集落自衛団の組織化や広域的な捕獲
体制の整備などの新しい取組に重点的
な支援を行うこととし、経費を精査しまし
た。

有害鳥獣捕獲体制整備事業
補助金
（野生鳥獣総合管理対策事業費
再掲）

財
政
課
長

888万9千円 

総
務
部
長

888万9千円 

要
求 9175万5千円 

野生鳥獣総合管理対策事業
費

財
政
課
長

7603万9千円 

7603万9千円 

総
務
部
長

　被害木駆除事業の対象となる松林の対
象面積を精査しました。

　有害鳥獣の捕獲体制の整備やジビエ
の活用推進などについて、事業の効率
的な執行や重点化の観点から、経費を精
査しました。

財
政
課
長

2億1843万8千円 

　防災や信州の原風景の保全上重要な役割を果
たしているアカマツ林を保全するとともに、マツタケ
等の林産物の確保を図るため、被害木の駆除や
薬剤の散布などにより松くい虫被害の拡大を防止
します。

要
求

2億2740万7千円 

総
務
部
長

2億1843万8千円 
松林健全化推進事業費

　野生鳥獣による農林業被害の軽減を図るため、
「捕獲対策」を重要な対策と位置付け、集落自衛
団の組織化、市町村を越えた広域的な捕獲体制
の整備などを図るための経費に対して助成しま
す。

　野生鳥獣被害と対峙できる集落の再生のための
自立的な活動を総合的に支援し、野生鳥獣に負
けない集落づくりを進めるため、クマなどに対する
予防体制を充実するとともに、捕獲や防除対策、
また、野生鳥獣を誘引しない対策として耕作放棄
地等に緩衝帯を設けるなど、きめ細かな対策を実
施します。

保

保

保

保
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事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成19年度予算額]
事　　　業　　　内　　　容 要求と査定経過 要求に対する査定内容

50万円 

森林整備課 ・ 事業主体 　猟友会
FAX　026-234-0330 [　0円] ・ 補助率　　　 市町村補助額の1/2
E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

6000万円 

・ 事業主体 　市町村、森林組合等
・ 補助率 1/2

林業振興課
FAX　026-235-7364 ［　7000万円］
E-mail　ringyo@pref.nagano.jp

55万円 

・ 事業主体 　信州木材認証製品センター
信州の木活用課 ・ 補助率　 1/2
FAX　026-235-7364 [　0円]
E-mail　wood-use@pref.nagano.jp

　狩猟者の高齢化や狩猟離れによるハンターの減
少に歯止めをかけ、有害鳥獣捕獲従事者の確保
及び狩猟による有害鳥獣捕獲の推進のため、猟
友会が実施する新規ハンターの育成・確保対策に
対し、市町村と協調して助成します。

新規ハンター確保対策支援事
業補助金
（野生鳥獣総合管理対策事業費
再掲）

　要求どおり

要
求

財
政
課
長

55万円 

森林整備に直結する作業道整
備事業補助金

財
政
課
長

6000万円 

 
総
務
部
長

6000万円 

「信州型エコ住宅」部材供給事
業補助金

総
務
部
長

55万円 
　他事業との整合を図り、補助率を見直
しました。

77万円 

要
求 6000万円 

要
求 349万円 

　事業の実施主体や実施方法など、より
効果的な狩猟者確保の手法を検討し、
経費を精査しました。

財
政
課
長

50万円 

総
務
部
長

50万円 

　県産材の利用及び県産材住宅産業の活性化を
図るため、エコイメージを強調した住宅の独自ブラ
ンド立ち上げに向け、住宅部等と連携し、県産建
築部材の共通化・仕様書の作成、普及に対し助成
します。

　森林整備及び間伐材の搬出を促進するため、こ
れまで整備してきた林道を活用し、森林整備に直
結する作業道、作業路の一体的な整備に対し助
成します。

 

新
保

保

新
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事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成19年度予算額]
事　　　業　　　内　　　容 要求と査定経過 要求に対する査定内容

3830万円 

 （公共　再掲）

森林整備課
FAX　026-234-0330 ［　3000万円］
E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

山地防災情報推進事業費 2840万円 
（公共　再掲）

森林整備課
FAX　026-234-0330 ［　1350万円］
E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

804万9千円 

林業振興課
FAX　026-235-7364 ［　3682万1千円］
E-mail　ringyo@pref.nagano.jp

森林セラピー基地体制整備事
業費

　信州の豊かな自然環境を生かして、林業、観
光、医療などを融合させた新たな森林関連産業の
育成と地域の活性化を図るため、県内外の企業等
に対し森林セラピーに関する広報普及活動を実
施するとともに、森林セラピー基地認定市町村等
が行う、体制整備に係る経費を助成し、森林セラ
ピーツーリズムの推進を図ります。

　山地災害危険地区の調査・点検事項を「防災カ
ルテ」にまとめ、地域住民への情報提供を行うなど
山地災害に対するソフト対策を推進します。

財
政
課
長

804万9千円 

2840万円 

2840万円 

要
求

総
務
部
長

　県が行う普及啓発活動に要する経費に
ついて精査しました。

804万9千円 

要
求

総
務
部
長

3830万円 

2840万円 

844万9千円 

総
務
部
長

財
政
課
長

要
求

　要求どおり

　要求どおり

3830万円 

3830万円 
災害に強い森林づくり緊急対
策事業費

財
政
課
長

　「平成18年７月豪雨災害」の被災地周辺におけ
る保安林の山地防災機能を強化するため、崩壊
地の復旧に合わせて緊急度が高い地区の森林整
備を実施するとともに、災害に強い森林づくりに向
けた調査及び普及啓発を行います。

保

保

保

保
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事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成19年度予算額]
事　　　業　　　内　　　容 要求と査定経過 要求に対する査定内容

1670万4千円 

森林整備課
FAX　026-234-0330 [　0円]
E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

公共事業費
公共事業費 105億2298万2千円 

林業振興課
FAX　026-235-7364
E-mail　ringyo@pref.nagano.jp
森林整備課
FAX　026-234-0330 ［　102億2202万8千円］

E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

県単独事業費
県単独事業費 2億8480万6千円 

林業振興課
FAX　026-235-7364
E-mail　ringyo@pref.nagano.jp
森林整備課
FAX　026-234-0330 ［　2億5193万4千円］
E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

計

財
政
課
長

2億1994万円
林  道

2億8480万6千円

造  林
治  山

2億8480万6千円 

2億8480万6千円 
要
求

1080万円

5406万6千円

　有害鳥獣駆除や狩猟で捕獲した野生鳥獣を地
域の資源として有効活用することで、鳥獣被害対
策への集落の前向きな取り組みを喚起するととも
に、農山村の活性化を図るため、獣肉処理加工施
設等の整備に助成するとともに、活用推進体制の
整備を図ります。

11億9118万9千円

32億9007万5千円
治  山 60億4171万8千円
造  林

（野生鳥獣総合管理対策事業費
再掲）

信州ジビエ活用推進事業費

要
求

財
政
課
長

林  道

総
務
部
長

財
政
課
長

計 105億2298万2千円

区  分

2億8480万6千円 
　要求どおり

　県現地機関などと連携して事業を行うこ
ととし、経費を精査しました。

1670万4千円 

1670万4千円 

2068万円 

106億2703万9千円 

105億2298万2千円 

105億2298万2千円 

 　緊急対応が必要な治山事業箇所につ
いては、国の補正予算を活用して早期復
旧を図ることとしました。

総
務
部
長

総
務
部
長

要
求

予算額

予算額区  分

保

保

保

保

新
保

保
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事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成19年度予算額]
事　　　業　　　内　　　容 要求と査定経過 要求に対する査定内容

（要求の考え方）

－　

（査定結果）

信州の木活用課
FAX　026-235-7364 [　0円]
E-mail　wood-use@pref.nagano.jp

　木材産業における民間活力を高めるた
め、林業・木材産業改善資金貸付金の活
用により、施設整備を支援することとしま
した。

要
求 1900万円 

－

　県産材の建築用材としての利用促進
や、県産材製品の質の向上を図るため、
木質バイオマスを活用する乾燥施設等の
整備に対して助成する経費を要求しまし
た。

県産材グレードアップ支援事
業補助金

財
政
課
長

0円

総
務
部
長

0円
新
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部　局　名：　土　木　部

180万9千円 

・ 優良技術者の表彰
・ 新技術・新工法の活用支援

土木政策課 ・ 技術力の向上支援(電子納品･ＣＡＤ等)

  FAX　026-235-7482 ［　245万1千円］
  E-mail doboku@pref.nagano.jp

計画的な河川維持事業 5億8271万8千円 
(県単独　再掲)

・
・

河川課
  FAX　026-225-7069 ［　5億2000万円］
  E-mail kasen@pref.nagano.jp

治水ダム建設事業 2億5000万円 
(公共　再掲)

河川課
  FAX　026-225-7069 [　0円]
  E-mail kasen@pref.nagano.jp

財
政
課
長

　意欲と熱意ある建設企業が活躍できる環境整備を
進めるため、優良技術者の表彰や新技術･新工法の
活用促進などにより、建設産業における技術力の向
上を支援します。

　河川を適正に維持し、機能を最大限に発揮させ
るため、河川施設の維持修繕を重点的に実施しま
す。

護岸等河川管理施設の修繕
河川内堆積土等の除去

5億8271万8千円 

　評価委員会及び新技術フェアに係る経
費を精査しました。

180万9千円 

180万9千円 

234万5千円 

事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

財
政
課
長

要
求

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容

総
務
部
長

5億8271万8千円 
　要求どおり

5億8271万8千円 

要求に対する査定内容

建設産業技術力向上支援事
業

要
求

  浅川における治水専用ダム建設に向けた調査・
実施設計等を行います。

財
政
課
長

総
務
部
長

要
求

　要求どおり

2億5000万円 

総
務
部
長

2億5000万円 

2億5000万円 

保

保

保

保
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事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容

内水対策事業 8000万円 
(県単独　再掲)

 ・  実施箇所

河川課
  FAX　026-225-7069 ［　1億500万円］
  E-mail kasen@pref.nagano.jp

12億円 

(公共　再掲) ・ 実施箇所

・ 事業期間
河川課        
  FAX　026-225-7069 ［　10億円］
  E-mail kasen@pref.nagano.jp

5億3000万円 

(公共　再掲)

・ 実施箇所
・ 事業期間

河川課
  FAX　026-225-7069 ［　2億円］
  E-mail kasen@pref.nagano.jp

  平成18年７月豪雨災害に伴う諏訪湖周辺の浸水
被害対策として、流入河川の河川改修や逆流防
止のための水門設置、樋門･樋管改修を実施しま
す。

今井川(飯山市)　ほか

天竜川、舟渡川
18～21年度(４年間)

  平成18年７月豪雨災害に伴う諏訪湖周辺の浸水
被害対策として、釜口水門の放流量を増大させ諏
訪湖水位の上昇を抑えるため、天竜川の河川改
修等を実施します。

諏訪湖、新川、承知川、武井田
川、鴨池川

18～22年度(５年間)

総
務
部
長

　千曲川の支川合流部付近における内水氾濫に
対して、河川や流域の特性に応じた内水被害対
策を実施します。

財
政
課
長

　要求どおり

8000万円 

8000万円 

要
求 8000万円 

総
務
部
長

12億円 
　要求どおり

財
政
課
長

12億円 

要
求 12億円 

5億3000万円 

財
政
課
長

5億3000万円 

総
務
部
長

要
求 5億3000万円 

　要求どおり

河川激甚災害対策特別緊急
事業
(諏訪湖周辺浸水被害対策)

河川災害復旧助成事業
(諏訪湖周辺浸水被害対策)

保

保

保

保

保

保
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事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容

35億円 

(公共　再掲)

・ 実施箇所

砂防課
  FAX　026-233-4029 ［　15億円］
  E-mail sabo@pref.nagano.jp ・ 事業期間

緊急輸送路重点整備事業 136億1800万円 
(公共・県単独　再掲)

道路建設課  ・
  FAX　026-235-7391 ・
  E-mail michiken@pref.nagano.jp ・
道路管理課
  FAX　026-235-7369 [　0円]
  E-mail michikanri@pref.nagano.jp

3億円 

・ 調査箇所 2,700箇所

砂防課
  FAX　026-233-4029 ［　3億円］
  E-mail sabo@pref.nagano.jp

  平成18年７月豪雨により特に甚大な土石流災害
が発生した箇所において、再度災害を防止するた
め、砂防えん堤工等の対策工事を実施します。

道路改築

小田井沢川(岡谷市)、八重場沢川
(岡谷市)、志平川(岡谷市)、中ノ沢
川(諏訪市)、前沢川(伊那市)、
中の沢(箕輪町)、贄川沢(塩尻市)
ほか              (計22箇所)

19～21年度(３年間)

  大規模地震等の災害時に緊急輸送路を確保す
るため、道路の維持管理と建設の両面から、緊急
輸送路の信頼性を高める対策を重点的に実施し
ます。

道路法面防災

総
務
部
長

35億円 
　要求どおり

要
求 35億円 

財
政
課
長

総
務
部
長

要
求

35億円 

136億1800万円 

財
政
課
長

136億1800万円 

136億9700万円 

　緊急性・優先性等を勘案し、事業費を
精査しました。

総
務
部
長

3億円 
　要求どおり

財
政
課
長

3億円 

要
求 3億円 

総合土砂災害対策推進事業
(土砂災害基礎調査)

  土砂災害から県民の生命を守るため、土砂災害
防止法に基づく基礎調査を実施し、土砂災害のお
それがある区域等を明らかにするとともに、市町村
が行う警戒避難体制の整備を支援します。

砂防激甚災害対策特別緊急
事業

橋梁耐震補強

新 保

保

保

保
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事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容

火山噴火緊急減災対策事業 2000万円 
(公共　再掲)

・

砂防課
  FAX　026-233-4029 [　0円]
  E-mail sabo@pref.nagano.jp

住民への洪水情報提供事業 1億4288万6千円 
(公共　再掲)

河川課
  FAX　026-225-7069 ［　1億5105万6千円］
  E-mail kasen@pref.nagano.jp

3000万円 

都市計画課
  FAX　026-252-7315 [　0円]
  E-mail toshikei@pref.nagano.jp

　火山噴火に伴い発生する土砂災害に対して、被
害をできる限り軽減させるためのハード対策とソフ
ト対策を実施します。

2000万円 
　要求どおり

財
政
課
長

2000万円 

総
務
部
長

要
求

松本都市圏総合都市交通体
系調査事業

3000万円 
　平成８年度に策定された松本都市圏総合都市交通
計画から10年以上が経過し、生活圏の広域化等に
伴う人や交通の流れが変化してきたため、これに対
応する新たな都市交通計画を策定するための必要
な実態調査を実施します。

　洪水による人的被害の軽減を図るため、迅速に
水位情報等を提供します。

総
務
部
長

1億5420万8千円 

2000万円 

1億4288万6千円 

財
政
課
長

1億4288万6千円 

　量水標の設置等の経費を精査しまし
た。

要
求

　要求どおり

財
政
課
長

3000万円 

総
務
部
長

要
求 3000万円 

浅間山、草津白根山実施箇所

新

新

保

保

保

保

保

保
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事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容

危険な踏切解消事業 9億1000万円 
(公共・県単独　再掲)

・

都市計画課
  FAX　026-252-7315 ［　7億1000万円］
  E-mail toshikei@pref.nagano.jp

62億1130万円 

道路建設課 ・ 中部横断自動車道
  FAX　026-235-7391 ［　94億5064万円］ ・ 三遠南信自動車道
  E-mail michiken@pref.nagano.jp ・ 中部縦貫自動車道

1800万円 

・ 実施箇所 松本糸魚川連絡道路
 (国)148号 小谷村雨中地区     ほか

道路建設課
  FAX　026-235-7391 ［　2400万円］
  E-mail michiken@pref.nagano.jp

　　 鉄道・運輸機構、関係市町村と連携し、長野・金
　 沢間開業に向け円滑な整備を推進します。

　　 国、関係市町と連携し、県内の高規格幹線道路
　 網の早期完成を図ります。

高速交通網整備事業

総
務
部
長

9億1000万円 
　要求どおり

財
政
課
長

9億1000万円 

要
求 9億1000万円 

62億1130万円 
　国の予算や県内工事の進捗率等を勘
案し、北陸新幹線建設費負担金を精査し
ました。

財
政
課
長

62億1130万円 

総
務
部
長

要
求 93億5830万円 

総
務
部
長

1800万円 
　より効率的に実施することにより、事業
費を精査しました。

財
政
課
長

1800万円 

要
求 2400万円 

　安全･安心な交通基盤の実現のため、開かずの踏
切や歩道が狭隘で危険な踏切の改良を重点的に実
施します。

道路計画調査事業
　松本糸魚川連絡道路の整備に向けた調査･検討を
進めます。

実施箇所 出川双葉線(松本市)
北長野通り(長野市)
　　　　　　ほか     (計 ５箇所)

 １　北陸新幹線の整備推進

 ２  高規格幹線道路の整備推進

保

保

保

保
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事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容

道路見える化事業 93億3500万円 
(公共　再掲)

道路建設課
  FAX　026-235-7391

  E-mail michiken@pref.nagano.jp ・
道路管理課
  FAX　026-235-7369 ・
  E-mail michikanri@pref.nagano.jp

都市計画課
  FAX　026-252-7315 [　0円]
  E-mail toshikei@pref.nagano.jp

  

橋梁補修事業 14億6800万円 
(公共・県単独　再掲)

道路管理課
  FAX　026-235-7369 ［　14億4500万円］
  E-mail michikanri@pref.nagano.jp

舗装修繕事業 29億7865万円 
(公共・県単独　再掲)

道路管理課
  FAX　026-235-7369 ［　27億7100万円］
  E-mail michikanri@pref.nagano.jp

交通安全対策
街路整備

ハラハラ 16箇所
事業内容 道路改築

イライラ 30箇所

93億3500万円 
　緊急性・優先性等を勘案し、事業費を
精査しました。

財
政
課
長

93億3500万円 

総
務
部
長

総
務
部
長

14億6800万円 
　緊急性・優先性等を勘案し、事業費を
精査しました。

財
政
課
長

14億6800万円 

要
求 15億4400万円 

29億7865万円 
　要求どおり

財
政
課
長

29億7865万円 

総
務
部
長

要
求 29億7865万円 

　渋滞損失時間や、死傷事故率等の客観的データ
に基づき、利用者の意見も反映させて抽出した要対
策箇所の「イライラ（移動性阻害）箇所」及び「ハラハ
ラ（安全性要対策）箇所」の解消を行います。

要対策箇所数

　舗装のひび割れ状況や交通量などから効率的な
舗装修繕を進め、良好な路面を確保します。

  急速に進む橋梁の老朽化に対し、橋梁の長寿命
化修繕計画を策定し、損傷が大きくなる前からの
修繕工事を実施します。

要
求 93億8400万円 

新 保

保

保

保

保

保
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事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容

公共事業費
公共事業 501億6045万7千円 

土木政策課
  FAX　026-235-7482 ［　482億1100万円］
  E-mail doboku@pref.nagano.jp

県単独事業費
県単独事業 177億2196万3千円 

土木政策課
  FAX　026-235-7482 ［　194億9928万2千円］

  E-mail doboku@pref.nagano.jp

55億7998万3千円
113億9047万4千円

100億6500万　   円
173億6400万   　円

合 計

501億6045万7千円合 計

H20年度予算額
80億2540万  　 円

11億　636万     円

道路管理課

河 川 課
砂 防 課

都市計画課

総
務
部
長

501億6045万7千円 
　国庫補助金の有効活用により、財源を
県単独事業から公共事業へ移すなど、
事業費を精査しました。

財
政
課
長

177億2196万3千円 

496億4100万2千円 

　国庫補助金の有効活用により、財源を
県単独事業から公共事業へ移すなど、
事業費を精査しました。

5億9685万8千円

総
務
部
長

60億             　円
19億9334万5千円

177億2196万3千円 要
求

181億2670万5千円 

177億2196万3千円 

道路管理課
H20年度予算額

道路建設課

道路建設課
河 川 課

区 分

砂 防 課
都市計画課 57億6100万     円

区 分

財
政
課
長

501億6045万7千円 

要
求

保

保

保

保
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部　局　名：　住　宅　部

115万円 

・
・

建築管理課
 FAX 026-235-7479 [　0円]
 E-mail kenchiku@pref.nagano.jp

1億5421万円 

　

・

建築管理課 ・
 FAX 026-235-7479 ［　1億2806万5千円］
 E-mail kenchiku@pref.nagano.jp

13億1843万6千円 

・
債務負担行為 　
(10億2682万2千円) ・

住宅課
 FAX 026-235-7486 ［　7億8432万5千円］
 E-mail jutaku@pref.nagano.jp

1億5421万円 

君石団地　 　36戸

県営住宅建設事業

リフォーム：5件

(H19着工)

総
務
部
長

1億5421万円 

総
務
部
長

13億1843万6千円 

受付件数 新築・購入：350件

助成金額

信州型エコ住宅整備推進事業

信州ふるさとの住まいづくり支
援事業

要
求

財
政
課
長

リフォーム：20万円

要求に対する査定内容

13億1843万6千円 

16億6115万4千円 

　研修会の開催回数や指針の策定方法
等を見直し、事業費を精査しました。

115万円 

115万円 

809万1千円 

予　　算　　額
［平成19年度予算額]

財
政
課
長

要
求

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容

総
務
部
長

　長野県にふさわしい住宅の目標像「信州型エコ
住宅」の環境配慮指針を作成し、エコ住宅の普及
を図る仕組みを検討するとともに、地域住宅産業
の技術力向上及び活性化を推進します。

信州型エコ住宅環境配慮指針の策定

黒姫団地　 　24戸
継続分 南松本団地　40戸

　要求どおり

財
政
課
長

1億5421万円 

要
求

　建設工事費など事業費を精査するとと
もに、必要性、緊急性を考慮し、当初要
求団地４団地のうち小井川団地（18戸）と
高瀬団地（24戸）は、平成21年度以降に
工事を実施することとしました。

事　　　　業　　　　名

研修会の開催

　県民の居住水準の向上と住宅産業の振興を図る
とともに、県産材の利用促進により森林整備に資
することを目的として、一定の県産材を活用した良
質な木造住宅の新築等を行う方に対し助成しま
す。

新築・購入：40万円

　狭小・老朽化した県営住宅を建替えることによ
り、魅力的な居住環境を提供します。

H20着工 南松本団地　40戸

新

保

保

保

保

保
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要求に対する査定内容予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過事　　　業　　　内　　　容事　　　　業　　　　名

1億1401万5千円 

・
・
・

建築管理課
 FAX 026-235-7479 ［　1億2856万円］
 E-mail kenchiku@pref.nagano.jp

7億7558万1千円 

施設課
 FAX 026-235-7477 ［　5億8714万4千円］
 E-mail shisetsu@pref.nagano.jp

　(要求の考え方)

－　

　（査定結果）

建築管理課
 FAX 026-235-7479 [　0円]
 E-mail kenchiku@pref.nagano.jp

　大規模地震の発生に備え、災害拠点施設等に
位置づけられる県有施設について、計画的に耐
震診断、調査、改修を実施します。

住宅・建築物耐震改修促進事
業

要
求

4,950戸地震被害軽減対策

　事業実績等を勘案し、補助件数を見直
し、事業費を精査するとともに、耐震化誘
導事業については、関係機関との議論を
さらに深め、事業実施に向けての精度を
高めた上で、必要に応じ事業を実施する
こととしました。

財
政
課
長

1億1401万5千円 

要
求

1億9467万6千円 

1億1401万5千円 

総
務
部
長

財
政
課
長

　震災時の膨大な災害復興費用の軽減を図るた
め、住宅等建築物の耐震診断、耐震補強工事等
に支援します。

耐震診断
耐震補強

公共施設耐震対策事業

総
務
部
長

7億7558万1千円 
　事業実績等を勘案し、事業費を精査し
ました。

7億7558万1千円 

9億2876万9千円 

魅力ある沿道景観整備事業

財
政
課
長

0円－

総
務
部
長

0円

要
求 400万円 

8,822戸
250戸

　関係機関との議論をさらに深め、事業
実施に向けての精度を高めた上で、必要
に応じ事業を実施することとしました。

　長野県の美しい沿道景観を育成してい
くため、観光地周辺を中心に公共サイン
等の整備を集中的に進めるルートを設定
し、整備を行う市町村等に対し補助する
ための経費を要求しました。

新

保

保

保
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部　局　名：　警　察　本　部

子ども安全総合対策事業 1465万9千円 

・ スクールサポーターの配置　 ７人

少年課
 FAX 026-232-1110 ［　1722万9千円］
 E-mail police-kaikei@pref.nagano.jp

総合指揮システム整備事業 1億3351万6千円 

警務課・地域課ほか
 FAX 026-232-1110 ［　1億8879万6千円］
 E-mail police-kaikei@pref.nagano.jp

精強な第一線警察の構築事業 1323万1千円 

警務課・教養課ほか
 FAX 026-232-1110 [　0円]
 E-mail police-kaikei@pref.nagano.jp

事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成19年度予算額]
要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　業　　　内　　　容

総
務
部
長

1465万9千円 

5204万4千円 

財
政
課
長

1465万9千円 

要
求

要
求

1億5877万1千円 

財
政
課
長

5232万3千円 

総
務
部
長

1億3351万6千円 

総
務
部
長

1323万1千円 

　財政課長査定で、総合指揮室設置に
係る経費を精査しました。
　総務部長査定において、カーロケータ
システムを導入することとし、所要の経費
を増額しました。

　スクールサポーター配置人数を精査し
ました。

財
政
課
長

1323万1千円 

要
求

　全国的に多発している子どもが被害者となる犯
罪に対し、多面的かつ総合的な対策を展開し、少
年の非行防止や立ち直り支援、子どもの安全確保
対策を行います。

　総合指揮システム整備計画の一環として、大規
模災害・重大突発事案発生時に、迅速な指揮体
制を確立するため、総合指揮室等の整備を図りま
す。
　また、迅速・的確な通信指令を行うため、カーロ
ケータシステムの整備を行います。

　本格的な大量退職時代を迎える中、警察官とし
ての適性を有する者を採用・育成するため、募集
活動の強化や教養及び訓練の充実強化を図りま
す。
　また、急増するサイバー犯罪に対応するための
捜査官の養成と装備資機材の整備を図ります。

4928万5千円 

　採用募集経費等について、所要額を精
査しました。

新

保

保

保

77



事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成19年度予算額]
要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　業　　　内　　　容

警察組織のあり方検討事業 221万7千円 

警務課
 FAX 026-232-1110 [　0円]
 E-mail police-kaikei@pref.nagano.jp

交番・駐在所等建設事業 2億46万6千円 

・ 交番（１か所） 松本署高宮交番
・ 駐在所（５か所）

千曲署川西駐在所、軽井沢署中軽井沢駐在所、
地域課・会計課 岡谷署小野駐在所、阿南署天龍村駐在所、

阿南署売木村駐在所(設計のみ)

 FAX 026-232-1110 ［　2億5873万1千円］ ・ 交通機動隊分駐隊（１か所）　
 E-mail police-kaikei@pref.nagano.jp 飯田分駐隊舎

警察機動力強化事業 4373万5千円 

警務課
 FAX 026-232-1110 ［　4191万1千円］
 E-mail police-kaikei@pref.nagano.jp

225万1千円 

221万7千円 

221万7千円 

　警察組織あり方検討に係る経費につい
て、所要額を計上しました。

  車両の更新台数を精査しました。

5400万円 

　財政課長査定で、緊急性、優先性等を
勘案し、建設箇所を精査しました。
　総務部長査定で、建物の老朽度を考慮
して所要額を増額しました。

財
政
課
長

財
政
課
長

4373万5千円 

4373万5千円 

総
務
部
長

要
求

　老朽化している交番・駐在所等について、生活
安全センターとしての機能強化を図りながら建替
を行います。

2億46万6千円 

1億6309万2千円 

3億638万9千円 

総
務
部
長

財
政
課
長

要
求

総
務
部
長

要
求

　市町村合併の進展や社会情勢・治安情勢の変
化に的確に対応するため、長野県警察組織のあり
方を考える懇話会を設置して、警察組織のあり方
の検討を行います。

　広域化、凶悪化する犯罪などに的確に対処する
ため、老朽化が著しい警察車両の計画的な更新
整備を行います。

新

保

保

保
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事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成19年度予算額]
要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　業　　　内　　　容

運転免許証ＩＣカード化事業 1億727万5千円 

運転免許本部
 FAX 026-232-1110 ［　612万8千円］
 E-mail police-kaikei@pref.nagano.jp

高齢者等交通事故防止対策事 2385万8千円 
業

交通企画課
 FAX 026-232-1110 ［　438万8千円］
 E-mail police-kaikei@pref.nagano.jp

交通安全施設整備事業 17億2251万9千円 

交通規制課
 FAX 026-232-1110 ［　15億5182万7千円］
 E-mail police-kaikei@pref.nagano.jp

要
求

18億3472万9千円 

要
求 9049万1千円 

1億727万5千円 

　優先度を判断の上、更新台数を精査し
ました。

3095万8千円 

2385万8千円 

総
務
部
長

17億2251万9千円 
　緊急性、優先性等を勘案し、事業費を
精査しました。

財
政
課
長

17億2251万9千円 

　運転免許証ＩＣカード化経費について、
所要額を計上しました。

財
政
課
長

1億727万5千円 

財
政
課
長

要
求

総
務
部
長

総
務
部
長

2385万8千円 

　運転免許証の偽造・変造防止対策等を目的とし
た道路交通法の改正による運転免許証のＩＣカー
ド化に対応するため、運転免許証作成機器、電子
署名生成装置等の整備を行います。

　高齢者の交通事故を抑止するため、老朽・陳腐
化している交通安全教育車の「おたっしゃ号」を更
新整備して、きめ細やかな交通安全教育を推進し
ます。

　交通環境を改善し、交通の安全と円滑化を図る
ため、交通信号機、道路標識、道路標示等の整
備、交通管制システムの高度化整備を行います。

保

79



事　　　　業　　　　名
予　算　額

［平成19年度予算額]
要求と査定経過 要求に対する査定内容事　　　業　　　内　　　容

災害警備対策事業 90万円 

警備第二課
 FAX 026-232-1110 ［　408万7千円］
 E-mail police-kaikei@pref.nagano.jp

(要求の考え方)

上田警察署建設用地先行取得 －　
事業

(査定結果)

警務課・会計課
 FAX 026-232-1110 [　0円]
 E-mail police-kaikei@pref.nagano.jp

(要求の考え方)

松本警察署大規模改修事業 －　

(査定結果)

会計課
 FAX 026-232-1110 [　0円]
 E-mail police-kaikei@pref.nagano.jp

2356万9千円 

　緊急性、優先性等を勘案し、災害用装
備資機材を精査しました。

財
政
課
長

90万円 

  老朽、狭隘が著しい上田警察署の移転
建替えのため、建設用地の先行取得に
必要な債務負担行為を要求しました。

　移転候補地の土地区画整理事業の進
捗等を見ながら取得を検討することとしま
した。

財
政
課
長

－　

総
務
部
長

－　

財
政
課
長

－　

  耐震性が低く、老朽化している松本警
察署の建物の長寿命化を図るため、大規
模改修に向けた基本設計経費を要求し
ました。

  優先度を判断の上、改修計画を先送り
しました。

要
求 726万4千円 

　大規模災害時に迅速・的確な対応を行うための
精強な機動救助部隊を確立し、捜索救助能力の
強化と装備資機材の継続的な整備充実を図りま
す。

－　

要
求

総
務
部
長

90万円 

要
求 －　

総
務
部
長

新

新

保
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部　局　名：　教育委員会

教職員人件費中
活用方法選択型教員配置事業 51億2600万円 
　（選択型こまやか教育プラン）

教員の活用方法（メニュー）
・
・
・
・
・

義務教育課
 FAX 026-235-7494 ［　54億1750万円］
 E-mail gimukyo@pref.nagano.jp

2148万2千円 

教学指導課
 FAX 026-235-7495 ［　938万円］
 E-mail kyogaku@pref.nagano.jp

小学校における国際理解活動
推進事業

事　　　業　　　内　　　容

要
求

財
政
課
長

　学校ごとの様々な教育課題に柔軟に対応できる
よう、市町村教育委員会や学校現場の判断で活
用方法を選択できる教員配置を行うことにより、児
童･生徒一人ひとりに応じたきめ細やかな指導を行
い、学習習慣の確立と基礎学力の定着を図りま
す。

※　この事業はこれまでの「信州こまやか教育プラン」
　　に、少人数指導のために別途配置していた教員分
　　を組み入れて、市町村や学校現場の要望等に応じ
　　られるよう、再構築したもので、30人規模学級（５･
　　６年）に係る任意協力金については、経過期間を設
　　けた上で廃止します。

　小学校における英語活動等国際理解活動を充
実するため、拠点校を中心とした取組を推進する
とともに、学習指導要領の改訂に伴い、小学校か
らの英語活動に対応するための教員研修を行い
ます。

学習習慣形成支援

要求に対する査定内容

2148万2千円 

2381万1千円 

　学級数の見込みにより教員配置数を精
査しました。

　小学校の英語活動に対応するための
教員研修について、研修方法等を精査
しました。

2148万2千円 

小学校30人規模学級編制

総
務
部
長

少人数学習集団編成
児童生徒適応指導（不登校、不適応等）
その他（各校の教育課題）

事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過

総
務
部
長

51億2600万円 

財
政
課
長

51億2600万円 

要
求 51億5900万円 

保

保
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事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過

 新
「未来塾ながの」推進事業 74万5千円 

・ 県内の高校生

教学指導課
 FAX 026-235-7495 [　0円]
 E-mail kyogaku@pref.nagano.jp

高等学校再編整備事業 11億50万9千円 

・ 高校再編、学科転換に伴う校舎等の整備５校
建設・改修工事、調査設計

・ 高校再編に係る準備・運営　　 ７校
高校教育課 備品整備、生徒移動用ﾊﾞｽの借上げなど
 FAX 026-235-7488 ［　8億8887万5千円］
 E-mail koko@pref.nagano.jp

私立学校教育振興費補助金 57億4565万9千円 

・ 私立高等学校 　33億 608万2千円
・ 私立中学校  2億 338万3千円
・ 私立小学校 　　5355万2千円
・ 私立幼稚園 21億2984万3千円
・ 私立専修学校 　　5024万1千円

私学教育課 ・ 私立外国人学校      255万8千円
 FAX 026-235-7387 ［　58億2435万1千円］
 E-mail shigaku@pref.nagano.jp 補助率 定  額

　私立高等学校に係る人件費の積算、私
立専修学校及び私立外国人学校につい
て、補助対象生徒数を精査するとともに、
私立中学校・小学校・幼稚園について、
国の標準単価の決定に伴い、生徒1人当
りの単価を見直し、補助金額を精査しま
した。

財
政
課
長

57億4565万9千円 

要
求

57億6465万1千円 

財
政
課
長

　長野県をリードする講師による講演や、様々な体
験活動による実地研修等により、郷土が継承して
いるものへの認識を新たにし、将来的に地域の中
心的な担い手となる人材育成を推進します。

151万4千円 

11億50万9千円 

74万5千円 
対象　　

総
務
部
長

74万5千円 
　事業を周知するためのリーフレット印刷
等経費を精査しました。

　建設工事単価や面積の見直しを行うな
ど、事業費を精査しました。

11億50万9千円 

要
求

財
政
課
長

　高等学校の再編に伴い学級規模の増加や教育
課程の変更に応じた施設整備を行い、教育環境
の向上を図ります。

　私学教育の振興と保護者負担の軽減を図るた
め、学校法人が設置する私立学校の経常経費に
対して助成します。

総
務
部
長

要
求

総
務
部
長

11億6780万2千円 

57億4565万9千円 

保

保

保

保
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事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過

1億6575万円 

軽減の対象となる要件
・ 生活保護法の要保護者

私学教育課 ・ 母（父）子家庭で生活が著しく困難
 FAX 026-235-7387 ［　1億6384万6千円］ ・ 所得が一定の基準以下　　など
 E-mail shigaku@pref.nagano.jp

スクールカウンセラー事業 1億2622万8千円 

・ 中学校 80校
・ 高等学校 1,800時間

教学指導課
 FAX 026-235-7495 ［　1億2622万8千円］
 E-mail kyogaku@pref.nagano.jp

74万9千円 

・ 栄養教諭（20人）の配置、研修及び活動支援
　　※　栄養教諭の人件費については別途計上

保健厚生課
 FAX 026-234-5169 ［　62万3千円］
 E-mail hokenko@pref.nagano.jp

私立高等学校授業料等軽減
事業補助金

学校全体で取り組む食育推進
事業

要
求 98万8千円 

74万9千円 

　栄養教諭の配置について精査しまし
た。
　食育推進研修会については、教職員の
日常的な研修の場で取り組むこととしまし
た。

財
政
課
長

74万9千円 

総
務
部
長

要
求

　小学校におけるスクールカウンセラーの
拠点校配置について予算要求がありまし
たが、既存体制の中で引き続き小学校に
おける相談・支援を行うこととしました。

総
務
部
長

財
政
課
長

1億2622万8千円 

1億4031万7千円 

1億6575万円 

1億2622万8千円 

　要求どおり

要
求

総
務
部
長

1億6575万円 

財
政
課
長

1億6575万円 

スクールカウンセラー配置校数等

　私立高等学校に在籍する生徒の保護者負担の
軽減を図るため、学校法人が生徒の授業料又は
入学金を軽減した場合に、当該軽減額に対して助
成します。

　子ども達に正しい食事のとり方や望ましい食習慣
を身につけさせ、心身ともに健全な発達を促すた
め、学校教育活動全体で食育を推進する基盤づく
りを行います。

　いじめ、暴力行為などの問題行動や不登校に対
応するため、心の専門家（スクールカウンセラー）
を配置し、児童・生徒の相談・支援等を行います。
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事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過

60万円 

・

スポーツ課
 FAX 026-235-7476 ［　77万5千円］
 E-mail sports-ka@pref.nagano.jp

8061万3千円 

分教室の設置
・ 養護学校小学部（佐久穂町、駒ヶ根市）

２校３教室
特別支援教育課 ・ 養護学校中学部（佐久穂町） １校１教室
 FAX 026-235-7459 ・ 養護学校高等部（更級農業高校） １校３教室
 E-mail ［　7565万7千円］ ・ ろう学校分教室（小諸市、茅野市、飯田市）

 tokubetsu-shien@pref.nagano.jp ２校３教室

 新
68万4千円 

主な検討事項
・

教育総務課 ・
 FAX 026-235-7487 [　0円]
 E-mail kyoiku@pref.nagano.jp

財
政
課
長

8061万3千円 

要
求 9214万7千円 

児童生徒体力運動能力向上
事業

特別支援教育地域化推進事
業

長野県の教育を考える懇談会
（仮称）開催事業

要
求 79万4千円 

68万4千円 

総
務
部
長

68万4千円 
　懇談会の委員構成を精査しました。

財
政
課
長

総
務
部
長

8061万3千円 
　特別支援教育推進員の配置を見直す
とともに、小学部分教室にかかる経費を
精査しました。

129万2千円 

　ゴールデンエイジ(９～12歳)向けの運動
プログラムの紹介及び指導者育成につい
ても予算要求がありましたが、プレゴール
デンエイジ(５～８歳)向けの運動プログラ
ムの実践に重点化することとしました。

要
求

総
務
部
長

60万円 

財
政
課
長

60万円 
プレゴールデンエイジ（５～８歳）向けの運動
プログラムの実践

　児童・生徒が運動・スポーツに親しむ機会を提供
し、習慣化のきっかけを作るとともに、運動の重要
性を啓発し、体力・運動能力の向上を図ります。

長野県教育全般に関すること

　ノーマライゼーションの理念に基づき、障害のあ
る子どもも、ない子どもも地域で豊かに学ぶことが
できる教育環境を創造します。

　県民に開かれた実効性のある教育行政を推進
するため、有識者及び教育関係機関等からなる懇
談会を設置、開催します。

長野県教育基本計画（仮称）、次期長野県教
育長期構想の基本的事項に関すること

保
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事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過

１  高等学校再編施設整備事業
高等学校施設整備事業 12億6897万1千円 

債務負担行為
(1億7889万円) ２  高等学校施設整備事業

・ 高校再編、学科転換に伴う校舎等の整備５校
建設・改修工事、調査設計

高校教育課
 FAX 026-235-7488 ［　7億9395万7千円］
 E-mail koko@pref.nagano.jp ・ 建設・改修工事、調査設計 ６校６棟

1億9943万7千円 

・ 老朽校舎等改築 １ 校
・ 教室増設 ２ 校

特別支援教育課 ・ 計画整備 ２ 校
 FAX 026-235-7459 ・ 緊急修繕 ３ 校
 E-mail ［　1億5837万2千円］ ・ 障害児にやさしい施設整備 ３ 校
 tokubetsu-shien@pref.nagano.jp ・ 学校生活向上 １ 校

 新
1702万1千円 

・ 校内ＬＡＮの整備
・ 教員用パソコンの整備

教育総務課
 FAX 026-235-7487 [　0円]
 E-mail kyoiku@pref.nagano.jp

特別支援学校施設整備事業

県立学校IT環境整備事業

(高等学校再編施設整備事業
費一部再掲)

1702万1千円 

財
政
課
長

要
求 6616万9千円 

　整備学校数を精査するとともに、利用形
態を検証することとしました。

総
務
部
長

1702万1千円 

要
求

3億2649万4千円 

1億9943万7千円 

総
務
部
長

1億9943万7千円 
　緊急性・必要性の高い施設から順次実
施することとし、事業費を精査しました。

財
政
課
長

18億7976万円 

　より緊急性の高い施設から順次実施す
ることとし、事業費を精査しました。

12億6897万1千円 
　建設工事単価や面積の見直しを行うな
ど、事業費を精査しました。

12億6897万1千円 

　老朽化している校舎や体育施設について、機能
性に配慮した整備を計画的に実施し、児童・生徒
にとって安全･安心な教育環境の充実を図ります。

　県立学校のIT環境を整備し、情報セキュリティの
向上、校務処理の効率化とともに、教育内容の充
実を図ります。

１  高等学校再編施設整備事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　(10億751万2千円)
　高等学校の再編に伴い学級規模の増加や教育
課程の変更に応じた施設整備を行い、教育環境
の向上を図ります。

２ 高等学校施設整備事業　(2億6145万9千円)
  老朽化している校舎や体育施設の改築・改修等
を耐震補強工事と併せて行うなど、高等学校の施
設整備を計画的に行います。

要
求

総
務
部
長

財
政
課
長

保

保

保

保
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事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過

1427万7千円 

・ 県内公共図書館の蔵書の横断検索
・

文化財・生涯学習課
 FAX 026-235-7493 ［　2749万9千円］
 E-mail bunsho@pref.nagano.jp

児童館等施設整備事業 4415万4千円 

・ 児童館 １か所
こども支援課 ・ 児童クラブ室 ４か所
 FAX 026-235-7490
 E-mail ［　1億4360万6千円］ 事業主体　　市町村
　kodomo-shien@pref.nagano.jp 補助率　　　　2/3

4億8547万9千円 

・ 児童クラブの運営 285 か所
・ 児童クラブの環境改善 ４ か所
・ 児童クラブの障害児受入促進 １ か所

こども支援課 ・ 放課後子ども教室の設置・運営 63 か所
 FAX 026-235-7490
 E-mail ［　4億1905万8千円］ 事業主体　　市町村
　kodomo-shien@pref.nagano.jp 補助率　　　　2/3

5146万7千円 

放課後子どもプラン推進事業

長野県図書館ネットワーク充実
事業

4億8547万9千円 

財
政
課
長

要
求

4億8547万9千円 

総
務
部
長

4億8547万9千円 
　要求どおり

財
政
課
長

要
求

4415万4千円 

総
務
部
長

4415万4千円 
　児童クラブ室の対象か所を精査するとと
もに、市町村から取下げのあった児童セ
ンターに係る補助金額を減額しました。

　端末機器等の設置台数を精査しまし
た。

要
求

総
務
部
長

1427万7千円 

財
政
課
長

1427万7千円 

1428万9千円 

　18歳までのすべての児童を対象に、安全な居場
所を提供し、健康の増進と豊かな情操を育むため
の児童館等を整備する市町村に対して助成しま
す。

　余裕教室等を活用して、放課後の子どもたちの
安全で健やかな居場所づくりを行う市町村に対し
て運営費等を助成します。

　県立長野図書館の業務システムの機能を高度
化し、県内の公共図書館全体の利便性を高めると
ともに、県立図書館のサービスの向上を図ります。

県立図書館の蔵書のインターネット・携帯電
話予約
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事　　　業　　　内　　　容 要求に対する査定内容事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

要求と査定経過

359万7千円 

・ クラブ設立促進のための人材養成
・ クラブ活動充実のための外部指導者派遣

スポーツ課
 FAX 026-235-7476 ［　390万8千円］
 E-mail sports-ka@pref.nagano.jp

500万円 

スポーツ課
 FAX 026-235-7476 ［　1161万9千円］
 E-mail sports-ka@pref.nagano.jp

競技力向上事業 1億93万4千円 

・

スポーツ課 ・
 FAX 026-235-7476 ［　1億160万円］
 E-mail sports-ka@pref.nagano.jp

総合型地域スポーツクラブ育
成支援事業

県民スポーツフェスティバル事
業

1億93万4千円 

財
政
課
長

要
求 1億511万5千円 

　選手強化の必要性を勘案し、補助金額
を精査しました。

739万9千円 

総
務
部
長

1億93万4千円 

　地区予選会の実施を見直すとともに、
県大会の運営経費及び地域版の実施箇
所数について精査しました。

財
政
課
長

500万円 

要
求

総
務
部
長

500万円 

財
政
課
長

要
求 405万9千円 

359万7千円 

総
務
部
長

359万7千円 
　総合型地域スポーツクラブサミットの開
催や総合型地域スポーツクラブ協議会の
設置経費についても、予算要求がありま
したが、クラブ活動に対する外部指導者
の派遣などを重点的に実施することとしま
した。

　スポーツ・レクリエーション活動及び相互交流の
場を広く提供し、県民の生涯にわたる豊かなス
ポーツライフの実現を図ります。

　総合型地域スポーツクラブの設立・育成支援に
より、県民の生涯にわたる豊かなスポーツライフの
実現と活力ある地域づくりを図ります。

　国民体育大会等全国大会で優秀な成績を収
め、県民のスポーツに対する関心を高めるため、
選手の育成・強化、指導者の養成及び練習環境
の整備等を実施します。

ジュニア競技力の向上

競技団体の選手育成強化・指導者養成への
支援
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